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概要(Abstract) 
Systematic research of potential risks extraction methods  
for prevention 
The manufacturer have been requested to prevent safety accidents from all costumers and society. 
Therefore they have been promoting the introduction of risk assessment techniques, such as R-Map 
and FMEA. In order to further promote these approach for risk management, I have researched about 
potential risks extraction, the world of knowledge utilization, and management system for prevention. 
At the results, I have found the effectiveness of two kinds of new potential risk extraction technique. 
One is by extracting “competing products on the function”, “other products used in same environment” 
and “similar structured products”. And the other is by analyzing opened safety accidents information 
by using the network theory and adjacency matrix. 
 Then I pay attention to the effectiveness of international standards such as IEC, in order to design the 
safety against accidents.  
 By applying my research, it should be possible to prevent the safety accidents in technical area of lack 
of knowledge.  Finally I can propose the total management system for prevention.  
 
未然防止の為の潜在リスク抽出手法の系統的研究 
-電気・電子機器のリスク低減— 
製造業者は製品安全事故の未然防止を強く求められており，積極的に R-Map や FMEA とい
ったリスクアセスメント技法の導入を進めている．これを更に推し進めるために潜在リスク
抽出，世の中のナレッジ活用，未然防止体系の強化について研究した．   
新しい潜在リスク抽出技法として，上市されている商品の中から“機能上の競合製品”“ 同
一使用環境使用製品”“ 類似構造製品”を抽出し,更にそれらの公開情報から潜在リスクを抽
出できること及び公開安全事故情報を隣接行列によりモデル化し,自社の安全事故情報や安
全規格の基準との比較解析により潜在リスクを抽出できることを提案できた．またリスク評
価やリスク対応に対して，国際標準を活用することに有効性を明らかにした．これらにより
製造業者にとって製品安全に関するナレッジ不足している領域でも，未然防止のためのリス
クマネジメントが展開できる.最終的にはこれらのプロセスを含む未然防止プロセスを提案
した． 
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緒言 
1．背景と研究の方向性 
1980 年代後半から，家庭用電化製品や事務機において，発火事故件数が急激に上昇し，
事務所や家が全焼したり，死亡事故に発展したりする事故が報道された．幸いにしてそこま
で重大事故に発展しなくとも，発煙や異臭といった軽微な製品安全事故が相次ぎ，それらの
事態に危機感を抱いた電気・電子機器製造業者は，再発防止活動として個社安全基準の制定
や，安全技術開発に取り組んだ．当時の技術課題は，量産品における電気絶縁性の確保，難
燃材料の研究及びその材料の採用，異常電流や異常発熱を感知して電源を遮断する保護回路
等であった．また世界中の代表的な電気・電子機器製造業者は業界として国際安全規格
(例；情報機器分野の IEC 60950-1，AV 機器の IEC 60065 等)の標準化活動に積極的に参画
し，製品安全事故として顕在化したハザード(危険源)に対して技術基準を充実させ，それら
を各製造業者が強制的に遵守される制度(IECEE 制度)で，製品安全事故の再発防止活動を展
開した．  
一方電気・電子機器の重大発火事故の発生に加えて，湯沸かし器や石油温風機等による重
大人損事故を背景に，経済産業省主導で安全事故の撲滅のために，2007 年に改正消費生活
用製品安全法が施行され，製品事故情報の報告・公表制度が導入された．更に 2009 年には
長期使用製品に対する安全点検・表示制度が導入された．  
しかし昨今では技術の進歩や製品の複雑化に伴って，顧客及び社会は潜在リスクを抽出
し，リスク評価・リスク対応することよる製品安全事故の未然防止を求める傾向になってき
ている．そのため製造業者は，リスクアセスメント技法の実践研究を進め，製品開発プロセ
スにそれらを積極的に導入してきた．既に技法としてはかなり定着しているものの，製品安
全創り込みプロセスの中での位置付けは不確定な部分があり，効果的なリスクアセスメント
を行うにはまだ課題が多い． 
本研究では製品安全事故リスクの更なる低減のために，市場の公開情報を活用して，リス
クアセスメントをより効果的に行う技法を構築し，知の集大成とも言える国際標準を活用し
てリスク対応することにより，品質保証体系の中での製品安全事故の再発・未然防止活動を
強化することを提案している．なお本研究では対象にする製品安全リスクは，電気・電子機
器における最大のリスクである火災に着目している．製品安全においてもうひとつの大きな
リスクである人損においても，公開されている情報から製造業者として独自に潜在リスクを
抽出することは可能であり，本論文でも一部考察しているが，具体的な技法に関しては別途
詳細検討する必要があると考える． 
2．研究の着目点と論文の構成 
2.1 論文の新規性 
本論文においての新規性は以下の 4 項目に集約される． 
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①上市された製品情報から新製品の潜在リスク抽出と製品仕様へ展開：あるコンセプトを持
って既に市場にある製品の情報を収集することにより，新製品の潜在リスク抽出ができ，
更には製品安全仕様へも展開できたこと．(第三章に記載) 
②公開製品安全事故情報から潜在リスクを抽出する方法：特に製品安全事故情報の解析にネ
ットワーク理論を使ってモデル化し，定量的解釈・考察に展開できたこと． (第四章に記
載) 
③安全規格のリスクアセスメントと標準を活用したリスク対応：事故(結果)と基準(原因)の対
比を実施することにより，安全規格そのもののリスクアセスメントができ，そのリスク対
応に国際標準が活用できたこと．(第五章に記載) 
④潜在リスク抽出力を強化した再発・未然防止体系：上記①～③を提案するだけではなく，
品質保証体系の中に組み入れたシステムとして提案できたこと．(第六章に記載) 
2.2 論文の構成 
本論文は第一章～第六章で構成され，第一章と第二章で現状と課題認識及び研究スコープ
を述べ，それに対して第三章と第四章で新しい潜在リスク抽出法を考察し，第五章で標準ナ
レッジの活用を考察し，全体としてのまとめと今後の方向性を第六章に提案した．図 1 に構
造を表す． 
 
第一章では，近年大きな問題となった電気･電子機器の製品安全事故事例を故障メカニズム
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の側面から調査するとともに，行政機関主導で導入された事故公開制度により得られるよう
になった社告情報や事故情報をもとに，現在の製品安全レベル及びトレンドを解析する．こ
れらの解析により，現状の製品安全を俯瞰できるとともに，製品安全事故の重要な要因を明
らかにする． 
第二章では，個々の製造業者が実施している再発防止活動とリスク低減活動についての現
状を調査し結果を考察する．製造業者は国際安全規格と個社の安全基準を遵守することに加
えて，未然防止としてのリスクアセスメントを導入している現状を示し，更なる実効性を上
げるための課題と本研究の目的を示す．  
第三章では，安全事故経験が無く，競合製品の事故情報が公開されていない新製品を開発
する場合に，如何なるロジックで情報を収集しそこから潜在リスクを抽出し，それを源に具
体的な安全性の仕様に展開する考え方と，具体的な方法について考案する．特に製造業者が
新規マーケットに参入する場合は，開発する製品の技術的な特徴以上に，顧客の使用環境や
要求品質・信頼性・安全性を正しく想定する必要があり，非常に高いハードルである．しか
し既に上市されている他社開発の関連製品の情報及び関連標準の活用により充分可能である
ことを提案する． 
第四章では，2007 年から制度が導入された公開製品安全事故情報や，従来から存在した社
告情報を，ネットワーク理論を適用してモデル化し，その結果を製品群別に比較検証する．
更に製造業者は自社の事故情報について同様な解析を実施し，それらと比較することにより
潜在リスクを抽出できることを実例と共に提案する． 
第五章では，第四章で抽出した潜在リスクに対して，公開されたナレッジ，特に国際標準
の内容を，リスクアセスメント並びにリスク対応に活用できるかの視点で検討する．具体的
には国際安全規格を遵守するだけでは不十分であり，他の国際標準を参照することの重要性
を明確にする． 
第六章では，本研究結果のまとめを述べるとともに今後の課題を提起する．特に従来の安
全規格遵守及び再発防止活動との整合性を考慮した上で，第三章及び第四章の個別技術的な
リスク抽出法並びに，第五章の標準を使ったリスク評価及びリスク対応法の，品質保証体系
の中での位置づけについて提案する．本検討においては従来の安全規格遵守及び事故からの
再発防止活動との調和性を考慮する．  
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第一章 近年の電気・電子機器における製品安全の現状 
1980 年代後半から，家庭用電化製品や情報技術機器において発火事故が相次ぎ[1]，事務所
や家の全焼や，死亡事故に発展したことも報道された．また軽微な発煙・発火事故が連日の
ように市場から報告された． 
それらの事態に対して行政機関は，2007 年と 2009 年に改正消費生活用製品安全法[2]を施行
し，製品安全事故報告･公開制度と長期使用製品安全点検・表示制度を導入した．同様な事故
報告制度は，北米や EU では既に導入されており，特に米国は他国に先駆けて 1973 年米国消
費者製品安全委員会[3]が，大統領直属の政府機関として発足以来，製品安全事故情報を収集分
析しており，1980 年から情報を一般公開するようになった．  
本章ではそれらの制度の下で日本国内において公開された事故情報及び，製造業者の実施
した社告情報から，製品安全事故発生メカニズムと，製品安全に関する社告事故発生状況を
調査・解析し，近年の製品安全事故を俯瞰する．  
1.1  1980 年代以降の電気・電子機器の製品安全事故発生状況 
1.1.1  1980 年以降の電気・電子機器 
表 1.1 に表現するように 1980 年代は情報・ビジネス機械と家電・AV 製品は峻別されてい
たが，1990 年より両者の境界が徐々に無くなってきている．1980 年代後半～1990 年代前半
は，インターネット及び PC が爆発的に普及する以前(Windows3.1 の発売が 1993 年)で，AV 機
器業界においては大画面ブラウン管テレビが普及し，情報ビジネス機械業界ではプリンター
/FAX/複写機のモノクロ複合機(Monochrome Multifunction Peripheral)が発売された時代である． 
表 1.1 1980 年代～200 年代の家電・AV 機器・情報技術機器の流れ 
 
両者の動きは年々集積化が進む半導体技術の応用製品として，電気･電子機器のデジタル化
への移行の中で互いに融合しつつ発展してきており，当初製品機能面において関係が薄かっ
たが，搭載技術の共通性が増加し，近年では機能の共通化が進んでいる． 
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また，電気･電子機器に高電圧や高電流密度の技術要素が存在する事と，顧客･社会からの
省エネルギー要求を背景に待機電力の低減のため，頻繁に ON/OFF することが求められた．
これによりパワーデバイスや電子部品への温度サイクルストレスが顕著になり，また電気的
接触部の過熱ストレスが深刻となった．これらのストレスにより発生するハザードは電気・
電子機器業界の共通課題として，市場製品安全事故[1]として顕在化した．本項では当時の代表
的な製品安全事故であるカラーブラウン管 TV[4]，複写機・プリンターの定着ユニット，扇風
機に関する事例を調査する． 
1.1.2 ブラウン管 TV の発煙発火事故 
1989 年 8 月に都内の高層マンションにおいてブラウン管型カラーテレビが突然発火したこ
とが報道されたことをはじめ，発火事故は 1980 年代後半～1990 年前半に深刻な社会問題と
なった．これらの事故は特定の製造業者に偏らず発生し，共通技術課題となった． 
(1)ブラウン管テレビの動作原理 
ブラウン管テレビの原理図を図 1.1 に示す．ブラウン管は高電界で加速された電子を，蛍光
面に衝突させ発光させている．また当時ハイビジョン化・大画面化更には薄型化のため，高
電圧と大電流が必要となっていた．この高電圧を発生する部品がフライバックトランスであ
る． 
フライバックトランスは，ブラウン管の水平偏向出力回路で，出力トランスとして動作す
るとともに，偏向電流の帰線期間(画面上を走査する走
査線が，元へ戻るための時間)での急速な電流変化を利
用して高圧パルスを発生し，受信管陽極の高圧電源と
しての役目をモータせた変成器[5]である．フライバッ
クトランスを用いた昇圧回路を図 1.2 に，概観を図 1.3
に示す．一次側に入力する電圧(VIN)をスイッチングト
ランジスタでチョッピングして，スイッチングトラン
スを介して二次側にエネルギーを伝達し，それを整
流・平滑化し DC 電圧(VOUT)に変換する． 
 
図 1.1 ブラウン管テレビの原理図 
同期回路 
水平偏向回路 
高圧回路 
(FBT) 
垂直偏向回路 
R 信号 
G 信号 
B 信号 
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 (2)発火メカニズム 
トランスを使用して昇圧及び降圧を行う回路においては，一次
側と二次側の絶縁が品質及び製品安全上最も重要な技術要素
(1.1.5 項参照)であり，本回路でも電位が低い変圧器とコアの間で
放電を防止するため，絶縁効果の高い特殊な樹脂で二重に覆った
構造を採用していた．この構造の中で安全事故に至ったメカニズ
ム[6]は以下の三項目である． 
①品質のばらつきで，リード線が中心ではなく，外側の樹脂に接
触する部品が製造され，初期的には品質を確保できるが，接触
部分は空間距離が短い. 
②電源 ON/OFF により発生する温度サイクルストレスにより，絶
縁材料のエポキシ樹脂が熱疲労してクラックを生じる． 
③テレビ内部に浸入してきた水分・油分・埃等の影響で絶縁性が著しく劣化する.  
以上の結果，リード線から変圧器に向かって小さな稲妻が走る．この現象はトラッキング
現象と呼ばれ，発生するたびに周囲の樹脂を徐々に炭化させ，部品が過熱され発火に至った
り，堆積する部品周囲の埃に引火したりして延焼する. また家庭内に存在する植物油により，
絶縁材料に使った非晶性が環境応力破壊現象を発生させた事故もあった．すなわちユーザー
の使用環境により大きく劣化現象が異なり，技術基準やテスト項目として標準化することが
困難であった．このフライバックトランスの絶縁破壊は，度重なるメーカーの社告による啓
蒙が功を奏したことと，ディスプレイやテレビがブラウン管から液晶や有機 EL に技術革新
されたことにより，今日では製品安全事故が報告されることは極めてまれである．  
また別の製品安全事故事例では，半田付け不良・故障により，クラック・剥離が発生しそ
の部分でアーク放電し，さらに抵抗上昇と共に過熱して，最終的に発火することが頻繁に報
告された．この内容は，東京大学名誉教授畑村洋太郎氏の主催する失敗知識データベース[7]に
も登録され，これを契機に高分子絶縁材料の熱疲労耐性に対して本格的に検討され始めた． 
次項以降で分析するように，絶縁破壊や半田付け不良・故障が製品安全事故に発展するリ
スクは非常に高い． 
1.1.3 複写機の発火事故 
(1) 電子写真プロセス 
1990 年当時の複写機は，現在のレーザープリンタと同様に電子写真方式が使われていた．
電子写真方式の作像工程は以下の 5 工程から構成されている．これを図 1.4 に表わす． 
①帯電；感光体ドラムと帯電ローラ間に高電圧を印加し，放電現象により，光半導体上にマ
イナスの静電気を帯びさせる． 
②露光；光半導体上に光(デジタル方式の複写機やレーザープリンタではパルスレーザー光)
を照射させて，像を書き込む．(光が照射された部分のマイナス電荷が，感光体ドラム表面
の光半導体の性質により，局所的に地絡する．) 
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③現像；摩擦帯電によって，マイナスに帯電したトナーを，感光体と近接させ，露光で電荷
がなくなった部分に選択的にトナーを移動させる． 
④転写；感光体に紙を接触させ，感光体ドラム上のトナーを，プラスの電位を与えた転写ベ
ルトにより発生する静電気力により，紙上に転写させる 
⑤定着；熱と圧力により，トナーを紙上に定着させる．定着ロール表面は溶融されたトナー
が付着しないように，表面エネルギーの非常に小さい材料を使用している． 
 
 (2) 定着部接続端子発火メカニズム 
電子写真方式の複写機・プリンターにおいて，最も多くのエネルギーを消費しているプロ
セスは，上記⑤の定着プロセスであり，紙上にアイロンをかけているのと同じである．機械
起動時には，定着ヒータに大きな突入電流が流れ急速に発熱し，定着ローラに熱が供給され，
プリント可能状態となる．加熱にはローラ表面の温度安定性を得られる棒状のハロゲンヒー
タが使われることが多い．定着ローラは市場で交換が必要な部品であったため，両端の端子
部分は，図 1.5 に示すように板金で押さえつける構造が多く，振動その他によって単発的に接
触抵抗が上昇し．その時にヒータが ON されるとアーク放電が発生し，それにより端子接触
部が酸化若しくは窒化して更に接触抵抗が増大する．最終的には端子部が発熱し，機器の発
煙・発火現象に発展する．この部分は紙の搬送路にも近いので，ジャム紙が存在すると延焼
のリスクがより高くなる． 
      
電子写真方式のプリンターは現在でもこの加熱定着方式を使っており，新規トナー材料の
開発(低温定着化)や加熱方式の改善[8](ローラの薄肉化，誘導加熱方式の採用，表面加熱方式
等)により，加熱温度や消費エネルギーを下げてきているが，製品安全面でのリスクが高い場
所に変わりはない．したがって定着の回路設計に代表される過渡的大電流が流れる回路箇所
には，各社様々な技術基準及び構造制限を設けている． 
①帯電 ②露光 
 
レーザー 
照射 
 
③現像 
帯電する 
トナー 
④転写 
紙 
⑤定着 
定着ローラ 
加圧ローラ 
光半導体は通常絶縁体，光が当たると導体となる． 
;電荷 
光半導体 
図1.4 電子写真模式図 
定着ヒータターター
圧力 
図 1.5 定着ヒータターターターの端子部の構造 
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1.1.4 扇風機の発火事故 
(1) 扇風機の構造と電解コンデンサ 
 一般に扇風機はコンデンサに AC 電圧を印加し，電流位相を
90 度進ませることにより，誘導性負荷(電動機等)の遅れ位相を
進み位相によって打ち消すことにより力率改善機能を有して
いる．このようなコンデンサを進相コンデンサと呼び，図 1.6
に回路図を示す．また扇風機には大容量のアルミ電解コンデン
サが使われていることが多い． 
 アルミ電解コンデンサは，サージ等が印加されて損傷を受け
た部分に対して自己修復能力がある．原理と構造は図 1.7[9]に
示すように，両極は電極表面に形成する酸化アルミを誘電体と
する陽極箔と陰極箔から構成され，植物繊維の電解紙（クラフトペーパ）が，両極を電気的
に分離している．電解液は多価アルコール類を主溶媒とし，ホウ酸アンモニウム，有機酸ア
ンモニウム等の電解質を溶質として使用されている．この両極箔と電解紙を巻き取り，中央
の両極箔からアルミリード線を引き出している．これをアルミケースの中に固定し，逆電圧
や過電圧時の内圧上昇時における爆発を防止するため，アルミケースに切り込み（防爆弁）
が作られている． 
 
(2) 発火メカニズム 
 進相用電解コンデンサがモータの近傍に実装されている場合は，長期的な使用による熱疲
労により絶縁性が劣化しリーク電流により発熱する．その熱により気化した電解液に，電極
間スパーク等により着火し，外装プラスチックに延焼して火災に至ることが報告されている
[1]．井原氏らの研究によるとコンデンサがモータ近傍に実装されていない扇風機には事故報
告がなく，コンデンサも劣化していないことが報告されている [10]. 
1.1.5 市場事故の特徴(絶縁構造) 
前記 3 つの事例は，いずれも一次回路で発生している．一次回路とは図 1.8 に示すように，
電源ラインに直結される回路のことであり，地絡・短絡が発生すると電源コンセントと電源
ケーブルが供給できるエネルギー量が全て局所的な発熱に消費され，これを遮断する機能は
電解紙 
陰極箔 
陽
極
箔 
陽
極
箔 
電
解
紙 
陰
極
箔 
誘電体 
図 1.7 アルミ電解コンデンサの原理図と構造 
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建物や構内に配置されたブレーカーのみである．すなわち一般家庭(20A 程度)でも， 2kW の
エネルギー量になり容易に火災に至る．そのため一次回路の安全性は特に重要であり，安全
規格において設計基準(絶縁距離/電源との接続方法及び遮断方法等)や試験基準が細かく規定
されている．そこで電気・電子機器の安全規格における構造要求別の項目数を調査し，図 1.9
に表現した．その結果一次回路における構造に対する要求項目数は，いずれの安全規格(情報
機器分野の IEC 60950-1[11]，AV 機器の IEC 60065[12]，家庭用電化製品の IEC60335-1[13])におい
ても，二次回路のそれより多いことが判明し，一次回路の重要性を裏付けている． 
 
 
1.2 安全事故情報の報告・公開制度の導入 
 製品安全リスクを考察する際には,前項のように，事故事例の故障メカニズムを技術的に
深堀すると同時に,製品安全事故の全体を俯瞰することが重要である．1990 年代から現在ま
での間に，電気・電子機器の製品安全事故を取り巻く社会環境及び顧客環境の主な変化を以
下に整理する 
①重大事故発生時の報告制度；1.1 項の一次回路に起因した火災事故に加えて，瞬間湯沸器や
石油温風機で人損事故が発生したことを受けて，2006 年に経済産業省は消費生活用製品安
全法[14]を改正し，重大事故発生時の報告・公表制度を導入した. 
②長期使用製品安全点検・表示制度；重大事故の多くが，長期使用に伴う経時劣化が主因と
判明したことをうけて，2007 年に経済産業省は消費生活用製品安全法を改正し，長期使用
0 20 40 60 80 100 120
一次電気的構造
二次電気的構造
通信構造
部品
機械的構造
図1.9  安全規格の構造要求
IEC 60335-1 IEC 60065 IEC 60950-1
AC 
100V 
 
一次回路 
DC 電源ライン 
 
二次回路 
機能絶縁 基礎絶縁 
強化絶縁 
筐体・アース面 
図 1.8 絶縁の形態 
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製品安全点検・表示制度を導入した． 
③社告の増加；製造業者は市場において製品安全事故が発生して，原因が製品欠陥によると
判断した場合には，新聞・テレビ・ラジオ等のマスコミ媒体を使用して社告を実施してき
たが，近年ではホームページによる社告が盛んである．これは所要コストに比較して効果
が高いため，社告件数そのものも増加している. 
④情報公開の加速；顧客の意識として製品安全事故に対して未然防止できなかったことより，
情報を公開しなかったことに非難が集まる傾向にあり，そのため製造業者は積極的に社告
や事故の報告を実施するようになった． 
本論文において研究題材とする製品安全事故情報が公開されている背景を理解するため，
本項では近年導入された社会制度について概要を示す． 
1.2.1 重大事故届け出制度の導入 
 電気・電子機器の製品発火事故，P 社給湯器，M 社製小型ガス給湯器更には FF 式石油温風
機の不完全燃焼による死亡事故，および事務機械各社製のシュレッダによる幼児指先切断等
の重大事故の頻発を受けて，経済産業省は消費生活用製品安全法の改正に取り組み，重大事
故についての報告義務，主務大臣による公表等の規定を盛り込み， 2007 年 5 月 14 日に施行
された．本法律の中で製造業者または輸入業者は，重大製品事故が発生したことを知った日
から 10 日以内に，製品の名称や事故の内容等を主務大臣に報告することが義務付けられてい
る（消安法第 35 条第 1 項）．なお重大事故は具体的に以下に定義されている(消安法第 2 条第
6 項)． 
①一般消費者の生命又は身体に対する危害が発生する事故のうち，危害が重大であるもの；
死亡事故/重傷病事故（治療に要する期間が 30 日以上の負傷・疾病）後遺障害事故/一酸化
炭素中毒事故 
②消費生活用製品が滅失又は棄損する事故であって，一般消費者の生命又は身体に対する重
大な危害が生ずるおそれのあるもの；火災（消防が確認したもの） 
 ここでいう消費生活用製品とは，主として一般消費者の生活の用に供される製品と定義さ
れており，市場で一般消費者に販売されている製品は，すべて本法の対象製品である．なお
本法から除外されるものは，表 1.2 に示すように既に他の法令で個別に安全規制の対象とな
っている製品群である． 
  
  
 11 
 
表 1.2 消費生活用製品安全法適用除外製品 
法律 適用除外製品 
船舶安全法 船舶 
食品衛生法 食品，添加物，洗浄剤 
消防法 検定対象機械器具等， 
自主表示対象機械器具等 
毒物及び劇物取締法 毒物，劇物 
道路運送車両法 道路運送車両 
高圧ガス保安法 容器 
武器等製造法 猟銃等 
薬事法 医薬品，医薬部外品，化粧品，医療機器 
1.2.2 事故情報提供の要請 
経済産業省は重大事故届出制度に加えて，その制度を補完し，重大事故の未然防止のため
に，ヒヤリ・ハットを含む軽微な事故(以下非重大事故)の情報提供を通達[15][16]により要請し
た．この要請文書は消費生活用製品を開発している各工業会(JEMA；一般社団法人日本電機
工業会，JLMA；一般社団法人日本照明工業会，JEITA；一般社団法人電子情報産業協会，
JGAKA；一般社団法人日本ガス石油機器工業会等)や販売している各協会(JSA；日本スーパー
マーケット協会，JDAS；日本百貨店協会，JADMA；公益社団法人日本通信販売協会等)を通
じて製造業者･輸入業者・販売業者に発行された．この中で非重大事故並びに製品事故につな
がる恐れのある製品の欠陥･不具合等，及び業務用電気用品の事故情報は独立行政法人製品安
全基盤機構(以下 NITE と呼ぶ)に報告することと定められている．NITE ではその結果をホー
ムページで公開[17]するとともに，その事故情報に基づき，未然防止・再発防止の観点から事
故調査・原因究明のための安全性試験を実施している．またそれに必要な電気・電子製品の
発火・燃焼分野等での事故原因究明の技術開発を実施し，マニュアル化[18]して発信している．  
1.2.3 長期使用製品安全点検制度及び長期使用製品安全表示制度  
 市場で発生した重大事故の多くが，長期使用に伴う経時劣化が主因であることより，「消費
生活用製品安全法の一部を改正する法律」（平成 19 年法律第 117 号）が成立し，2007 年 11 月
21 日に公布された．この中で消費者自身による保守が難しく，経年劣化による重大事故の発
生のおそれが高いものについて，消費者による点検その他の保守を適切に支援する制度（長
期使用製品安全点検制度）と標準使用期間と経年劣化について注意喚起する長期使用製品表
示制度が制定された．  
長期使用製品安全点検制度として，以下に示す 9 品目の特定保守製品の製造業者及び販売
業者は，使用者に対して長期間使用すると事故発生確率が高くなることを認識させ，点検等
の保守の必要性を周知し，実施する活動が義務付けられている． 
① 都市ガス用瞬間湯沸し器（屋内式） 
② 液化石油ガス用瞬間湯沸し器（屋内式） 
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③ 都市ガス用風呂釜（屋内式） 
④ 液化石油ガス用風呂釜（屋内式） 
⑤ 石油給湯機（ボイラー，ふろがまと称しているもので屋内式，屋外式） 
⑥ 石油風呂釜（屋内式，屋外式） 
⑦ 石油温風暖房機（密閉燃焼式） 
⑧ 電気食器洗機（ビルトイン式） 
⑨ 浴室用電気乾燥機（温水タイプは対象外，乾燥機能のタイブは全て対象） 
また以下の 5 品目に対しては，経年劣化による重大事故発生率は高くはないものの，事故
件数が多い製品として，設計上の標準使用期間と経年劣化についての注意喚起等の表示が義
務化された．  
①扇風機 ②エアコン ③換気扇 ④洗濯機（洗濯乾燥機を除く） ⑤ブラウン管テレビ 
1.3 メディアを使った社告情報の概要 
現在，電気・電子機器の製造業者が取得できる安全事故情報は以下の三種類であり，1.3 項
～1.5 項において其々の事故情報を解析する． 
①マスメディアによる社告情報[19]；直接顧客に通知する以外では最も効果が高く，特に紙媒
体としての新聞の効果が高いと考えられている．近年はインターネットメディアによる社
告も多く行われている． 
②製造業者及び輸入業者からの事故報告[17]；2007 年の消費生活用製品安全法の改定に伴って
報告・公開された事故情報. 
③自社事故情報；製造業者の製品が市場で製品安全事故を起こした情報．一般には非公開． 
近年はインターネットメディアによる告知が，低コストで素早く実施できるため，製品安
全の告知だけでなく，社会や顧客とのリスクコミュニケーションの手段として積極的に行わ
れている．しかし，情報伝達の確実性という面では，経費がかかるが，TV や新聞といったマ
スメディアによる社告が優れているため，特に重要で正確な情報を伝達するときに実施して
いると推定できる．したがって安全問題の原因やトレンドを正確に解析できると考え，これ
らの情報を深掘り解析する．なおこれらの情報は消費者庁社告情報サイト[19]に掲載されてお
り，容易に活用できる． 
1.3.1 社告総数の推移 
まず電気電子機器の発煙･発火・焼損に関する社告件数の時系列変化を調査し，図 1.10 に表
現する．製品安全事故の報告制度が導入された 2007 年に社告件数が急増し，2009 年に激減
し 2010 年度以降は 20 件未満で横這いであるが，再社告割合は 20 年の間で徐々に増加して
いる．ここで言う再社告とは，過去に社告を実施した件と同じ内容の社告を，時期をおいて
再び実施すること，また再社告割合は当該年度に実施されたすべての社告件数に対して，再
社告の件数が占める割合と定義する．再社告は一度では顧客に徹底できないと判断した時に
行い，3 回 4 回と実施されている場合もある．1980 年代後半に製造された一部の電子レンジ
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や遠赤外線ヒータは， 近年でも再社告を実施しており，同じく 1.1.2-(1)項で示したブラウン
管 TV も長年再社告を繰り返してきた．これらのことより以下のことが読み取れる． 
①2007 年及び 2008 年の社告急増；2007 年に事故報告制度が導入されたことにより，各製造
業者は報告すべき事故の判定水準が掴めず，重大性が低い事故まで報告する傾向が有った
ため，社告数が一時的に上昇したと推定している．その後各製造業者は報告すべき事故の
レベルがほぼ共有化され現在まで社告数がほぼ一定で推移している． 
②再社告件数の上昇；図中の再社告割合(▲)は年によって変動はあるものの長期的には上昇
している．顧客への伝達率がある程度高いマスメディアを使っていながら再社告を実施す
る背景には，事故につながった時のリスクが大きいことに加えて，社会及び顧客の安全に
対する意識の向上に，製造業者側も確実に対応しているためと推定している． 
③製品安全リスクの低下；社告数が横ばいで再社告割合が上昇しているということから，製
品の製品安全事故リスクは減少していることが推定できる．しかし②で考察したように，
社会･顧客の要求レベルも上がってきていると推定されるので，社会･顧客が現状で充分満
足しているわけではない． 
 
1.3.2 製造業者の対応の変化 
社告の総数の年変動に加えて，社告した年月と対象製品が製造若しくは販売されてからの
経過期間を解析して，図 1.11 に散布図(一点一点が個々の社告)で表現する．製造業者が社告
する場合は製造ロット及び製造時期が明記され，輸入・販売業者が社告する場合は販売開始
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時期が情報として明記される．両者は同一ではないがその差は，数ヶ月程度であるため層別
せずに解析する．経過期間は製品安全上の不具合が市場で事故として顕在化するまでの時間
と， 事故情報を入手後社告に対して技術的・経営的判断するための時間の和である．この 20
年の傾向として以下の二点を考察することができる． 
①迅速な社告；製造･販売開始後わずか数か月で社告する事例が増加してきており，万が一事
故が発生したときには，速やかに対応する． 
②長期に亘る製品安全責任；一般に製造・販売開始後20年以上経過した製品は，製造業者の
品質保証責任はないが，それでありながら，社告(再社告を含む)を行っている．発売後長
期に使用された製品においても，真摯に対応することが社会・顧客から要求されていると
考察する．  
 これらの背景には，製造業者は市場での製品安全事故の撲滅のために，安全性創り込み技
術の構築だけでなく，輸入業者や販売業者と共同で製品安全管理体制の充実を図り，社会・
顧客に対する市場対応力を強化してきていることが推定できる． 
製造業者にとって製品安全リスクをゼロにすることはできないが，少なくとも信頼性の寿
命にも大いに関連する上記②の事故は経営的にも技術的にも重大課題であり，極小化するこ
とが至上命題である．今後本研究においては長期～短期に関わらず考察できる技法を検討す
るが，図 1.11 に表現した散布図から判るように，②に関連する社告事故数が多いため，抽出
する課題に対する寄与率は高くなることが想定される．  
 
 
1.3.3 社告要因解析 
本項では今回製品安全社告情報から，反応・状態及び状態遷移を表現できるキーワードを
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抽出して，更に経時影響を含む要因を解析して社告事故を俯瞰する．  
(1)製品安全事故社告要因分析の視点 
製品安全事故は危害の程度が重篤になるほど，多数の反応・状態及び状態遷移が寄与する
と考える．したがって各反応・状態及び状態遷移で層別すると，各事故事例が複数の反応・
状態及び状態遷移に該当する．一例としてパワーデバイスが故障して火災に至る状態遷移を
図 1.12 に表現する． 
 
図 1.12 パワーデバイスの故障による安全事故への状態遷移 
この例の製品安全事故[20]に当てはまる事例は，モータロックによる“過負荷”によりデバ
イスの短絡故障が発生し電流集中によりデバイスが過熱する．その熱により封止樹脂が分解
しガス化し，そのガスに着火する．その炎が筐体その他に延焼して火災に至るである．しか
し同様の反応・状態及び状態遷移が始まった場合でも，途中の状態・反応及び状態遷移で正
常に戻るか，若しくは開放故障/自然鎮火等により安全側に状態が固定することが圧倒的に多
い．  
 (2) キーワード抽出 
事故情報を調査し，内容を分析した結果，キーワードとして状態・反応及び状態遷移を表
す以下の①～⑭を選択する．  
①絶縁破壊系；高圧回路や電源の絶縁が破壊して，その発熱により発火に至ったと考えられ
る事故である．1.1.2 項に示すブラウン管テレビの FBT(フライバックトランス)及び 1.1.4 項
に示す扇風機の進相コンデンサの絶縁破壊は有名な事例である．空間距離や沿面距離の不
足により発生するだけでなく，固体絶縁材料の熱劣化や表面の汚染による絶縁性劣化等の
故障メカニズムにより発生する． 
②トラッキング現象；絶縁破壊の中で，埃や湿気更に表面汚染が原因で，トラッキング [21][22] 
[23]を引き起こす事故である．材料そのものが炭化して延焼する金原現象 [21][22]とは分けて使
うが，事故情報からでは厳密に分類できず，両者が混在している．  
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③断線系(接触抵抗増大)；温度サイクルストレスによる熱疲労断線が主原因で，回路の一部
(主に接触部分)の抵抗が増大して，過熱及び発火に至る事故である．ヒータやモータを備え
た製品に多く，1.1.3 項の事故はこのメカニズムに起因する． 
④半田故障・不良；初期的な半田不良や経時の温度サイクルストレスによる金属疲労により，
接続抵抗が増大し，過熱及び発火に至る事故である． 
⑤部品故障・不良；電子部品の製造上の不具合(欠陥内在含む)により，過熱及び発火に至る事
故である． 
⑥コンデンサ劣化；部品不良の中でも，コンデンサの製造不良及び経時劣化による発熱によ
る事故である．大容量のアルミ電解コンデンサの熱劣化やドライアップに起因するが多い． 
⑦デバイス使用上の問題(設計不良)；システム設計時の設計ミスによる過負荷(過大負荷，余
裕度不良等)や電子部品の選択ミス等，電子デバイス・部品の設計上及び選択上の問題によ
り引き起こされる事故である． 
⑧組み付け(製造)不良；部品の機械的な組み付け不良や，製造工程のばらつき等による事故
である． 
⑨制御不能；電磁ノイズやソフト不良による CPU やセンサーの誤動作等により，温度制御が
不能となることによる事故である． 
⑩長期使用による経時劣化；メーカーが想定した使用期間を超えて使用されることによる経
時劣化による事故である．パワー系半導体の繰り返し疲労破壊や，コイル・コンデンサ等
の経時絶縁破壊，ヒータやモータに類するパワー系の電装ラインの接触不良や断線による
故障が多くを占めている．本論文では以後長期劣化と表現する．  
⑪モータ劣化；モータへの過負荷や機械的ロック等により，過電流が流れ，モータのレアシ
ョートによる事故である． 
⑫電池不良；Li イオン電池を中心として，主として製造不良起因による内部電極ショートが
原因で発生する事故である． 
⑬誤使用；使用者の誤使用による事故である．主電源の消し忘れや，暖房機器等で排気口や
吸気口を物理的に塞いでしまった事象が多い． 
⑭過負荷；誤使用，構造不良等による機械的な過負荷や，構造不良等によるモータへの電流
増大により引き起こされる事故である． 
(3)要因解析結果 
各キーワードの社告件数(初回社告と再社告)とキーワード別の事故に対する該当率を分析
し図 1.13 に表現する．キーワード該当率は，すべての社告数を母数にして各々のキーワード
が含まれる社告数の割合と定義する．一つの社告に 2 つ以上のキーワードが含まれるため，
キーワード該当の合計は 1.0 を大きく超える．これらのキーワード該当率の大小により，社告
に至る事故の発生メカニズムの重要度に関して以下の特徴が読み取れる． 
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①初回社告と再社告；初回社告と再社告では，概ね発生メカニズム毎のキーワード該当率に
差はないが，製造不良・半田不良・断線系に対しては再社告率が高い．これらは重大事故
に発展する可能性の高い項目であると推定できる．  
②重要なキーワード；①絶縁破壊系と⑤部品不良はそれぞれ約 20%～30%であり，③断線系
に属するパワーラインの断線･抵抗増加系(半田断線･クラック含む)は 50%である．また同
時に⑦設計・⑧製造不良及び近年注目されている⑩長期使用による経時劣化にかかわる製
品安全事故が多いことが注目される． 
このように事故情報を調査し，その中からキーワードを抽出して簡易的に集計・分析する
だけでも，近年注目されている製品安全事故は概ね説明できる．  
1.3.4 製造・販売開始から社告までの期間の推移 
現在市場で注目されている長期使用製品の分析を実施するうえで，社告された製品が製造・
販売開始後から社告を実施する日までの経過期間と，1.3.3 項で抽出したキーワードの相関に
ついて分析する．表 1.3 にキーワード別の経過時間の分布を統計特性値で表し，図 1.14 及び
図 1.15 に時間分布を表す．両グラフの縦軸(累積比率)はそれぞれのキーワードに該当する社
告全件数を 1.0 に規格化し，各社告情報の製造･販売開始からの当該時間までの累積件数を比
率で表している．さらに図 1.14 は初回社告のみを，図 1.15 は社告全体情報を表し両者の違い
を分析する．散布図上で左に分布しているキーワードほど，社告までの時間が短い反応・状
態を表わしている． これらの結果より以下の特徴が抽出できる． 
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表 1.3 要因別特性値（初回の社告） 
 相乗平均 中央値 標準偏差 
絶縁破壊系 5.73 7.55 6.57 
断線系(接触抵抗増加) 4.79 5.50 6.33 
半田不良 10.71 12.79 6.69 
電池系 7.18 7.67 6.34 
コンデンサ劣化 14.30 15.51 6.73 
組付・製造不良 2.84 3.04 5.68 
部品不良 3.17 3.96 5.41 
(1)要因別時間分布 
製造・販売開始からの時間分布は短い順に，⑥電池欠陥⑨製造不良⑤部品不良となってい
る．一方で，④半田不良①絶縁不良②断線系要因は，社告を実施するまでの期間が長い． 
(2)初回社告と社告全体の違い 
初回社告のみの時間分布(図 1.14)に比べて，社告全体の時間分布(図 1.15)が右にシフトして
いる．特に半田不良は図 1.13 でも表現した通り再社告率が多く，図 1.15 に表したように 20
年以上経過製品に対する社告が約半分を占めている． 
半田は 1990 年代より現在に至るまで，環境問題(脱フロン化/鉛フリー化)及び高密度実装に
よる接続断面積の低下による信頼性問題があり，電気・電子機器にとっては製品安全の大き
な課題でもあることが考察できる． 
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1.4 消費生活用製品安全法に伴う重大事故届け出情報 
本項では 1.2.2 項で示す消費生活用製品の重大事故届出制度[24][25]の運用に伴い収集された
安全事故情報を解析する． 
1.4.1 重大事故届出制度の特徴（社告事故情報との違い） 
 重大事故の届出情報には，販売・開発開始からの経過時間の情報はないことが多いが，発
生事故毎に届出が行われるため，同一要因における重大事故発生数を集計・分析ができる．
ここで取り上げた事故情報は，2007 年 8 月以降の日本の大手家電メーカーの事故情報をホー
ムページから調査した．解析対象とした事故総件数は 766 件である． 
1.4.2 重大事故情報の要因 
公開された事故は既に社告されているか更に事故発生件数の多い事故はどのような要因か
の視点で分析を行う．一般に消費生活用製品では，顧客の捕捉率(製造業者が使用者の情報を
捉えている率)が低く，マスコミによる社告を実施しても充分に顧客に情報が伝達されないた
め，社告後でも事故発生報告がある．一方製造業者は事故発生リスクが大きいと判断した時
は，製品安全事故が未発生でも社告を実施することがある．すなわち社告数と公開事故数の
関係は，顧客への伝達率の限界と，製造業者の未然防止活動が原因であると考察する． 
 (1)要因別事故発生数と社告との共通性 
公開された事故が社告された割合を要因別に集計･分析し図 1.16 に表す．公開された製品
安全事故のうち，約半数は既に実施した社告に関連する内容であり，一部の少数要因を除い
て概ね要因による顕著な違いはない．  
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(2)要因別一社告あたりの公開事故数 
既に社告を実施している要因での公開事故情報を使って，一社告あたりの公開事故数を図
1.17 にヒストグラムで表す．それによるとコンデンサ劣化系と長期使用による経時劣化は，1
社告あたりの平均事故数が他の故障要因に比較して非常に高く，4 件程度ある(2013 年集計)．
これは長期使用の家電品(特に扇風機)の影響が大きく，製品安全の課題であると考察できる．
また絶縁破壊系の事故が，断線系の事故より一社告に対する公開事故件数が多いことが読み
取れる．  
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1.5 製造業者における安全性事故発生トレンド 
複写機をはじめとする情報技術機器を開発･製造・販売してきた弊社においても，1980 年代
後半から 1990 年代初頭にかけて，安全性事故撲滅が業界として重要な課題と位置づけられ
た． 
1.5.1 安全事故管理ランク 
弊社では火災に関する製品安全事故の重要度を大きく以下の三ランクにわけて管理してい
る． 
ランクⅠ；商品の外部(家屋･家財等周囲等)に被害が及び，発火もしくは過熱により外装部に
破損が及ぶもの．また消防署に通報され消火活動の実施された事故． 
ランクⅡ；商品の外部への被害はなく内部の被害でとどまる内部発火，又は発熱により外装
部分が変形若しくは，商品内部が溶融・変形・焦げが発生しているもの．また顧客が
火災の危険を感じ消火活動を実施するか様子を注視する事故． 
ランクⅢ；僅かな発煙，もしくは異臭を伴うが，部品一部が焦げる程度のもの．異常を感じ，
電源を切るが，火災のイメージは抱かない事故であり，一般の故障と同等と考えて
良い事故． 
 ランクⅠ事故は，重大事故として経済産業省に届出義務の生じるレベルであり，ランクⅡ
事故は，軽微な事故として NITE( 独立行政法人製品評価技術基盤機構)に報告する義務のあ
る事故[25]レベルと符合させて管理している． 
1.5.2 安全性事故の発生トレンドと要因分析 
 弊社ではランクⅠに関しては 15 年以上発生していないため，ランクⅡの事故の要因を分析
して，1.3 項や 1.4 項で行った解析内容との違いを考察する．各々の解析結果を 1.3 項と 1.4 項
の解析結果と比べると断線(接触抵抗増加)や絶縁破壊系の要因が多くを占めていることはほ
ぼ同様であるが，電源系からの事故要因が明確なことや，半導体や制御系の要因が多いこと， 
更には 10 年以上の経過製品の安全事故が極めて少ないことが挙げられる．これらのことは図
1.18 及び図 1.19 に表したグラフから読み取ることができる． 
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また本情報の詳細検討は第四章で実施する． 
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第二章  
製造業者における再発防止活動とリスク低減活動に対する研究課題 
 製造業者は製品開発時には，IEC(International Electro-technical Commission；主に電気･電子
系)及び ISO(International Organization for Standardization；主に機械系)により制定された膨大な
国際標準を調査・参照し，IECEE 制度(電気機器・部品適合性試験認証制度)に組み込まれ強制
力を持つ標準は遵守する必要がある．電気・電子機器の製品安全において，安全規格と IECEE
制度は，世の中の製品安全確保に大きな役割を果たしている．それに加えて各製造業者は，
市場製品安全事故の発生を教訓として，主に以下の二つの活動が行われている． 
①社告と自社安全基準の強化；製品安全事故解析により真の原因を究明しその再発防止活動
を徹底させる活動であり，必要に応じて社告を実施し事故の拡大を防止する．一方試験基
準や設計基準に反映させ，次機種以降での事故発生の撲滅を図る活動をしている． 
②安全管理システムの強化；上記の活動に加えて市場の事故情報管理をしくみ化し，ほぼ
100％の製造業者が取り入れている品質マネジメントシステム(QMS)の傘の下に，製品安全
マネジメントシステムを構築･強化している． 
これらの活動は製品安全事故の再発防止(ヒヤリハット事故からの拡大防止を含む)としく
み化・標準化の活動であり，製品安全に限らず品質改善・向上のための両輪を構成する活動
である．  
これらに加えて，現在製造業者は社会及び顧客から製品安全事故の未然防止を強く求めら
れており，そのためにリスクアセスメント技法を積極的に導入している．その中でも日本で
は抽出されたリスク結果を判定するリスクマップ手法 [26][27] ( 以後 R-Map と呼ぶ ) と，潜在
リスクそのものを抽出しリスク判定する Failure Mode and Effect Analysis ( 以後 FMEA と呼
ぶ ) [28][29] を活用することが多く，これらの手法は多くの産業分野で実践されている．さらに
経済産業省はリスクアセスメント技法を，機能安全[30]と共に社会の安全安心の実現のため，
各製造業者に対して強力に導入を推進[31]している．また厚生労働省が化学物質管理分野と労
働安全分野において，導入を義務化しつつある．さらに海外では航空宇宙産業と原子力産業
[32]では既に確率論的安全リスクアセスメントが運用されている．日本と海外のアプローチ技
法の違いは，積極的にリスクアセスメントを導入している産業の違いと推定している．   
しかしリスク抽出やリスクアセスメントは技術的判断が必須であり，単に技法を導入すれ
ば未然防止が達成されるわけではない．現在は新しい技法の導入が注目されているが，今後
技術的判断プロセスの系統的検討が進むと認識している．本章では製造業者における製品安
全に関する基本概念と現状のリスクレベルを考察し，従来から実施してきた製品安全事故の
再発防止活動を示した後，それらをふまえて製品安全未然防止のリスクアセスメント技法の
導入と課題について整理し，本論文で着目する研究課題に展開する． 
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2.1 保証すべき製品安全リスクレベル 
2.1.1 品質と製品安全 
 製品の基本品質は狩野モデル[33]の品質要素において，当たり前品質に該当し，有用性・信
頼性・安全性に分類される．有用性は意図する使われ方/環境下で保証され，信頼性は有用性
を時間軸で保証する．ここで言う有用性は機能と操作性で構成されるが，特性が際立った場
合は一元品質や更には魅力品質にもなる可能性がある．安全性はそれらに加えて，意図して
いないが合理的に予見可能な使われ方/環境下まで保証する必要がある[34]．また製造業者が製
品安全を創り込む場合は，以下に示すように大きく三種類のアプローチが存在する． 
①コンプライアンス安全性：国際安全規格に基づいた技術基準に遵守し，そのことを第三者
機関に認証してもらうことが必須な要件． 
②再発防止安全性：製品安全事故の再発防止活動により得られたナレッジを自社の製品安全
基準化して，その基準を遵守することによって達成できる安全性．  
③未然防止安全性：潜在リスクを抽出してリスク評価・リスク対応することにより達成でき
る安全性．潜在リスクを抽出する際，顧客の利用シーンや利用環境を正しく想定すること
が必要である． 
品質と安全性の概念を，狩野モデルの概念と PL 研究会編「品質保証と製品安全」を基に
図 2.1 に表現する． 
 
図 2.1 品質における安全性の位置付け[33][34] 
2.1.2 製品安全リスクと R-Map 
製品安全のリスクはある事象生起の確からしさと，それによる負の結果の組合せと定義[35]
されており，2.1 式のように発生事故の重大性(S)と事故の発生頻度(f)で決まる． 
製品安全のリスク＝事故の発生頻度(f) ×事故の重大性(S) (2.1) 
この発生事故の重大性(S)と事故の発生頻度(f)は，図 2.2 に示すように R-Map 手法[26]とし
て一般化している．縦軸に発生頻度，横軸に危害の程度の二次元で表すことにより，受入れ
られないリスク領域と安全領域を視覚的に表現することが可能で，対応前後のリスクを同じ
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マトリックス上に記入することができるため，システムレベルにおける安全設計仕様の作成，
事前・事後の安全性評価に活用されている．なお ALARP 領域（as low as reasonably practicable）
[30]とは，リスクは合理的に実行可能な限り，低くしなければならなく，社会的利益の釣り合
いで判断することを意味する．消費生活用製品は，重大事故の発生確率が 10-8 件/年以下[36]で
あると，社会に受け入れられるリスクレベルである．従って多くの情報技術機器でもそれと
同等のリスクレベルを必達目標に設定している． 
現在製造業者の捉える製品安全リスクは 2.1 式に加えて，事故に対する対応力(R)，事故発
生情報の検知力(d)のパラメータを使って 2.2 式で表現している． R と d は定量的数字ではな
いが，製品安全管理システムにおける市場情報管理能力と市場対応能力の向上が，製品安全
リスクの減少に大きな寄与をすることを認識している．このことは前章図 1.11 のデータによ
っても裏付けられている． 
製品安全のリスク＝
事故の発生頻度(f)×事故の重大性(S)
対応力(R)×情報検知度(d)
   (2.2) 
発
生
頻
度 
5 
（件/台・年） 
10-４超 
頻発する Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 
4 10-４～ 10-５ 
しばしば発生
する 
Ⅴ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 
3 10-５～ 10-６ 時々発生する Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 
2 10-６～ 10-７ 
起こりそうに
ない 
Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 
1 10-７～ 10-８ 
まず起こり得
ない 
Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅲ 
0 10-８以下 考えられない Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 
   無傷 軽微 中程度 重大 致命的 
Ⅰ 
受容不可能領域 
（対策必須） 
ALARP 領域 
（可能な限り対策） 
広く受け入れ可能領域 
（対策不要） 
なし 軽傷 通院加療 重傷 
入院加療 
死亡 
Ⅱ～Ⅳ 
なし 製品発煙 製品発火 
製品損傷 
火災 火災 
建物焼損 
Ⅴ 危害の程度 
図 2.2 R-Map(リスクマップ)手法 
2.2 製品安全規格の構造と基準認証制度 
 製品安全規格は多くの国際標準の中でも，多くの国が強制基準に設定している．本項では
その基本的な構造と，製造業者での遵守活動について俯瞰する． 
2.2.1 製品安全規格の構造 
機械関連分野国際基準の安全に関する体系[37]は図 2.3 に示すように，安全の基本概念を規
定する ISO/IEC Guide 51 の下に A 規格としてあらゆる機械に適用できる基本概念や設計の原
則等を規定する規格が存在し，その下に B 規格としてある程度広範囲な機械群に対して適用
できる安全性を規定した規格が存在する．更にそれらの規格の下に C 規格として特定の機械
又は機械群に対する詳細な安全性要求事項を規定した規格が存在する分野があり，AV 機器
  
 26 
 
[12]・家庭用電気機器[13]・情報技術機器[11]・医療機器[38]等が存在する．それら安全規格の技
術基準は各種部品標準・試験標準・技術標準等から引用されており，具体的には低圧系統内
機器の絶縁協調(IEC60664 シリーズ)と電子機器用固定コンデンサ(IEC60384)の要求項目が多
数引用されているのをはじめ，試験方法や表示方法等約 30～40 の標準が引用されている． 
 
図 2.3 電気・電子機器の国際安全規格の体系 
2.2.2 安全規格基準認証制度 
多くの製品は適合すべき安全規格が一義的に決定するが，一義的に定まらない場合もあ
る．例えばプロジェクターの製造業者は個社の判断で，  IEC 60065(AV 機器-安全性要求事
項)に準拠させても，IEC 60950-1(情報技術機器-安全性-第 1 部：一般要求)に準拠させてもよ
い．また個々の製品に関しては適用除外項目が認められている．大手の製造業者は企業内に
第三者認証された試験所を所有しており，その試験結果を含む申請を第三者に認証してもら
う仕組みを CB (Certification Body)認証制度と呼んでいる．試験を実施することを認証された
組織を CBTL( CB Testing Laboratory ; CB 認証制度において認められた Testing Laboratory )と
呼び，各国 NCB（National Certification Body：日本では日本工業調査会）の下部組織と登
録されており，CBTL より発行される報告書が CB レポートであり，これを利用して，CB
スキーム加盟国の NCB を経由して世界各国へ認可申請が可能となる． 
安全規格のコンテンツは製造業者，CBTL，NCB が参加して，工業会が事務局を務める
TC (Technical committees)で立案･審議され，各国意見として国際会議に提案され，国際的な
コンセンサスの元に制・改定されている．従って安全規格に準拠することは製造業者として
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最も基本且つ重要な活動である．しかし現実の制度運用に関しては，各 CBTL や製造業者毎
に規格解釈に幅が存在し，製品安全リスクレベルのばらつきとなる． 
2.2.3 IECEE 制度が強制化されていない国―標準化が遅れている国― 
 前項で解説した製品安全規格の基準認証制度により多くの国の製品安全が保証されている
が，この制度は産業分野毎(安全規格毎)で且つ国毎に採否を決定している．北米・ヨーロッ
パ・日本等先進国では，ほとんど産業分野において基準認証制度が導入されているが，新興
国では本制度を採用している分野は多くない．例えば多くの ASEAN 諸国は家庭用電化製品の
基準認証制度は受け入れているが，情報技術機器のそれはまだ受け入れていない国が多数で
ある．したがってそれらの国には，製品安全レベルが低く粗悪な情報技術機器を輸出するこ
とが制度上では可能である．国として新しい産業分野の基準認証制度を受け入れるには，ま
ず当該安全規格(IEC60950)を自国の標準体系に採用して，且つその製品群の製品安全評価を
行う技術力を備える必要がある．更に自国の環境・使用条件を鑑み，必要最小限の自国独自
のデビエーション(独自要求項目)を設定することが必要となる．特に先進国の多くは寒冷地
域に位置しているのに対して，新興国の多くは熱帯地域や砂漠地域に位置している地理的な
関係から，高温多湿に対するデビエーションや，電力や通信のインフラが事情の未発展とい
った問題から，電源関連や通信関連のデビエーションを立案することが必要となる．  
 近年統合を検討している ASEAN はもとより，中東湾沿岸７カ国(サウジアラビア，クウェ
ート，アラブ首長国連邦，バーレーン，オマーン，カタール，イエメン)においても，製品
安全に関する重要性を国家として認識している．現在統合に向けて法や制度の整合を進めて
いる．ASEAN でも製品安全の基準認証制度は重要な議題となっており，標準化及び技術の
習得を急いでいる段階である．この分野に対しては日本の各工業会は多くの標準化・技術支
援活動を実施しており，経済産業省もそれを支援している． 
2.2.4 当該安全規格が存在しない産業領域の対応 
 C 規格は国際的に当該産業が大きな規模を持ち，機器の製品安全が社会に大きな影響の与
える分野を中心に整備されている．したがって規模の小さい産業分野や，新規の産業分野で
は C 規格が整備されていないことも珍しくはない．そのような産業分野でも世界中に販売す
るためには，製造業者は CB レポートを取得しなければならない． 
 このような場合には，当該機器の技術要素から考察して，類似製品の C 規格の一部要求項
目や，搭載されている技術要素に関連する B 規格の一部要求項目を選択して，それらの技術
基準に遵守していることを第三者機関から認証を受ける．どの標準のどの要求項目を選択し
たかは，製品安全に関する能力と考え方を社会に公表することと等価である．このように C
規格及び B 規格から該当規格と要求項目をフィックスすることにより，それが製造業者にと
って事実上 C 規格の位置付けとする． 
C 規格が無い産業領域の製造業者や，新規産業を企画している製造業者は，C 規格が明確
な製造業者以上に，国際標準動向及び標準化体系を詳細に調査する必要がある．そのため第
三者試験所(CBTL)等に調査を委託していることがほとんどである．   
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2.3 再発防止の徹底のための製品安全基準の制定 
 製造業者は個々の製品にはそれぞれ技術的な特徴があるため，製品群ごとに決められた安
全規格の技術基準に加えて，再発防止活動から独自の製品安全基準を制定している． 
2.3.1 安全基準を中心とする再発防止体制 
 図 2.4 に表現するように製造業者においては製品安全の創り込み活動(プロセス系)と市場
における事故発生(結果系)が存在している．そのプロセスの中で国際安全基準だけでなく，過
去のトラブル事例や工業会のガイドライン，更には自社内で行ったリスクアセスメント結果
等をもとに，独自の社内安全基準を設定し，それに基づき新製品開発をおこなっている．し
たがって製造業者が異なると，安全構造や材料の難燃性等安全性設計が異なっているため，
OEM(Original Equipment Manufacturer の略で他社ブランドの製品を製造すること)や共同開発
を実施する際に，どちらの基準に整合させるかの協議を行う必要がある． 
製品上市後には，軽微な事故を含めて安全性事故が発生する場合があり，顧客・社会に対
して何らかの対応をする．その活動の中から一連のプロセスをスパイラルアップしている．
この再発防止サイクルは充実している．しかし異業種他社の重大事故情報や国内事故情報は
多量に存在しているが，製造業者は再発未然防止に十分に活用できていない． 
 
図 2.4 社内製品安全基準を中心とする再発防止体系 
2.3.2 安全事故解析からの再発未然防止 
 安全性事故解析の目的は，原因の追究による再発防止と事故の拡大性の見極めによる市場
対応の決定である． 
①ヒヤリ・ハット[39] 
実際の解析活動が必要になることは限定的であるが，情報を正確に把握・分析して，実際
の事故に繋がる可能性を考察して，リスクが高い場合には，事故の未然防止に展開する． 
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②軽微な事故 
事故の原因を追究するだけでなく，重大事故に発展する可能性がある場合の，条件及びそ
の可能性について正確に実証する．例えば「プリンターから焦げた臭いがするうえに，電
源が入らなくなった」という市場情報に対して，「回収された機械を解析したところ，内
部のプリント配線板が焦げていた」という軽微な事故を仮定する．事故は軽微であり，設
計的原因もなく，今後事故が頻発する可能性も極めて低いときは，市場の監視継続との結
論になる．ここで一歩深堀して，「機械内にジャム紙があったら場合に，延焼する可能性
があるか」と，リスクを想定し，再現実験も活用し，リスクアセスメントする． 
見方を変えて解析技術面から考察すると，軽微な事故では事故原因の痕跡を残しているこ
とが多く，事故の初期の反応・状態及び状態遷移を検出できる可能性がある．したがって
複数件の軽微な事故が発生した時には，徹底的な解析活動を実施することにより，重大事
故の未然防止に大いに寄与できる． 
③重大事故 
事故原因を解明して，再発防止を確実にすることが目的である．重大事故は二次的な反応
により根本原因の痕跡が分析不可能なことも多く，故障原因が収束しないこともある．そ
の場合は想定される事故原因から，コンピュータシミュレーションを含めた再現実験によ
り原因を収束させる．  
以上の活動を図 2.5 にまとめる．軽微な事象が発生した時点で，より重篤な事故を未然防
止すること，および不幸にしてより重大な事故が発生してしまったら，より軽微な事故に留
まることを目的とした再発防止活動を実施する．両者の活動の根幹が事故解析技術である． 
2.3.3 再発未然防止の課題 
このように製造業者の安全事故に対する再発防止体系は確実に PDCA が回り，製品安全基
準が強化されているが，それにより製品のコストアップに直結することが大きな課題であ
る．現在この事は優良製造業者にとってイノベーションのジレンマ[40]の要因に直結する大き
な課題である．イノベーションのジレンマとは，優れた商品を販売する優良企業が，持続的
イノベーションを保ち続けることに集中した結果，破壊的イノベーションを持つ新興国企業
重大 
事故 
軽微な事故 
インシデント 
再発防止系 未然防止系 
× 
× 
・ 情報の収集 
・ リスク分析 
⇒対策 
⇒事故への発展性 
・ 原因/メカニズムの追究 
・ リスク分析⇒対策 
⇒重大事故への発展性検証 
・ 原因 /メカニ
ズムの追究 
・ 再発防止対策
の徹底 
・ 原因 /メカニズ
ムの追究 
・ リスク分析 
⇒対策 
図 2.5 安全事故の重要度と未然・再発防止活動への展開 
  
 30 
 
開発商品の前に競争力を失う理論であり図 2.6 に引用する．優良製造業者は持続的イノベー
ションの中では，従来製品の改良を進め，現在の地位を維持しつつ市場を拡大させて行く
が，その過程で積み上がった製品安全基準を含む品質基準により，製品コストの上昇を招
き，それらのノウハウがない新興企業の破壊的イノベーションに敗北することを恐れてい
る． 
 
 そのため近年では，優良製造業者においても新興国市場向けに従来の品質基準を大きく割
り切った低コスト商品を開発すると共に，事故の再発防止から構築した膨大な製品安全基準
を一つずつ技術面での考察と顧客･市場の環境状態の考察をもとに，2.1.2 項に示した R-Map
手法等を用いて精査する活動を実施している．一般に基準を緩和することは厳格化するより
はるかにナレッジや情報が必要であり極めて困難であるが，確実に実行し続けることが唯一
の方策である． 
2.4 未然防止領域へのリスクマネジメント導入の必要性 
製造業者は常に新規部品・材料を検討し，革新的な技術や構造(コスト低減を含む)を開発
し続けており，その新製品を突破口に新しい市場に参入することを狙い続けている．つまり
製品の技術開発・設計段階では，2.1 項及び 2.2 項の再発防止に加えて，常に新規リスクや
潜在リスクを想定しリスク評価し，リスク対応するための技術が必要である．また同一の安
全基準で設計された製品の中では，複雑度が高い製品はリスク源が多いため，製品安全事故
リスクは高くなる．しかし顧客及び社会は製品が複雑であるからといって高いリスクを許容
しないため，高機能製品ほど図 2.6 に表現したように様々なリスクばらつきの下，社会に許
容される製品安全リスクレベルとのギャップが顕在化しやすい．製造業者はこのギャップを
未然に埋めるために，リスクアセスメント技法を積極的に取り入れている．リスクマネジメ
ントは，一般に以下の三ステップで行われている [41][42]． 
①抜けもれなく潜在リスクを抽出する． 
②精度の高いリスクアセスメントを実施する． 
③技術的/経営的に納得性が高いリスク対応する． 
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 R-MAP や FMEA は現実の製品開発現場に展開[26]されているが，複雑なシステム・製品全
体に対して詳細に適用するには大変な労力が必要であるため，新規技術要素や事故発生が多
い要素に限定して運用されていることが多い．しかし具体的な適用範囲は明確でないことが
多く，設計審査の場に代表されるクロスファンクショナルな(各機能部署が集まった)審議会
で個別テーマ毎に決められることが多い． 
2.5 リスクアセスメント導入の課題と研究課題 
リスクアセスメントやリスクマネジメントは，既に1990年代の航空・宇宙産業に導入され
ており[43]，アメリカ航空宇宙局からは確率的リスクアセスメントガイド [44に基づき，製品安
全開発システムの中に定着している．しかし民生用電気・電子機器に対して普及し始めたの
はここ2000年代以降であり，未だ運用上の様々な課題がある．   
2.5.1 リスクアセスメント運用上の課題 
顧客･社会は新規技術や新規機能を搭載する新製品であっても，製品安全事故リスクが極
小であることを期待している．これらの新製品は製品安全事故の経験が無いか，極めて少な
い製品である．製造業者にとって製品安全経験があるということは，再発防止活動を通じて
リスク抽出・リスク評価・リスク対応に関するナレッジがあり，既に安全基準が整備されて
いること意味している．つまり製品安全経験がない場合はナレッジがなくリスクが大きいこ
とを意味している．そのため図2.7に示すように，技術開発領域や製品企画領域でFMEA等の
技法を用いてリスク抽出し，リスク評価にはR-Mapの手法を取り入れていることが報告され
ている[45].． 
新規技術開発時や新規市場対応時は，リスクマネジメントを実施するためのナレッジが不
足しており次の二点が課題である．第一にリスク抽出の基本的考え方と実施方法が確立して
おらず，当該製品開発責任者及び技術者の考えで進められている．したがって製品ごとにリ
スク抽出及びリスク評価にバラつきが生じ，その結果製品安全リスクレベルにバラツキに生
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じる．第二にリスク評価でリスク対応が必要と判断された場合に，技術基準や設計基準の制･
改定等が必要な技術的ナレッジ不足により，リスク低減策が実施できないことがある． 
         
2.5.2 本章のまとめと研究課題 
図2.11に表したように安全性の創り込みにはコンプライアンス安全性，再発防止安全性，未
然防止安全性があり，現在製造業者は未然防止安全性の達成に最も大きな課題を抱えている．
そのため製造業者は現在リスクアセスメント技法を積極的に導入しているが，技法の導入に
加えて未然防止安全性には2.4項に記載したリスクマネジメントの①～③を，製品開発プロセ
スの中で網羅的且つ計画的に実行していく必要がある．未然防止領域は製品安全の創り込み
に対するナレッジが不足している領域であり，特に製造業者が新規技術を採用するときや異
分野に進出する新規事業では，技術だけでなく顧客の理解も不足しており，市場のマーケテ
ィング，製品企画，技術開発，製品設計といった，上流のプロセスを総合的に強化する必要
がある．潜在リスクに対して事故メカニズムを故障物理的な側面から詳細に考察し，リスク
対応として技術的に安全保護を設けることにより未然防止が達成される．しかしそのアプロ
ーチに持ち込む前に潜在リスクが存在する可能性が高い領域を特定して，さらにその領域で
の具体的なリスクやハザードを特定する必要がある． 
本研究では未然防止のための新たな技法の追及に留まらず，製品安全の未然防止のための
全体プロセス強化のため，世の中の情報や公開されたナレッジを使って，潜在リスク抽出や
リスク評価及びリスク対応を実施できる系統的方法論・技術ナレッジ・技法の整備・体系化
を研究課題として設定する．その中でも特に以下の3点に力点を置く． 
①予測できないことは防げない[46]との観点から，公知情報を源に潜在リスク抽出プロセスに
着目する． 
②事故を防止するための情報の活用として，国際標準に着目する． 
図 2.7 現状の未然防止体系 
  
 33 
 
③研究の中で構想したプロセスは，従来の再発防止活動と有機的に整合する． 
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第三章  
上市されている各種製品情報から新製品の潜在リスク抽出方法 
本章では GAMAB 原則(Globally at least as good：既存のシステムを改良したときに，安
全性は向上しなければならない．少なくとも同等でなくてはいけない)を展開して，製造業者
としてナレッジが不足している製品群やマーケットに対して，既に上市されている製品の製
品情報(取扱説明書，現品，公開技術情報等)やそれらに関連する様々な公開情報(特許，国際
標準，技術論文等)を収集・解析することにより，潜在リスクが抽出できリスク対応できるこ
とを明確にする．  
3.1 潜在リスク抽出のための参考･競合製品の設定 
世の中に新しい機能を提供できるような新製品を企画・開発するときは，潜在リスクや製
品安全仕様を想定しようと試行しても，それらを抜けもれなく抽出することは困難であるだ
けでなく，実施メンバーにより結果にバラツキが生じたり，基本的な事項が欠落したりする
場合もある．  
本項における基本的な考え方は，世の中のイノベーションを起こす画期的な新製品であっ
ても，従来から存在する材料・構造や機能と全く無関係であることは極稀である．つまり同
様な材料・構造・機能を搭載する従来製品に関する情報を調査･分析することにより，潜在リ
スクや必要となる品質レベル等，様々なことを抽出することが可能である．  
3.1.1 既存製品の情報収集 
まず既に上市されている製品の中から，①機能上の競合製品，②同一環境使用製品，③類
似構造製品を設定して，それらの製品の情報から潜在リスク・ハザードを抽出する．  
①機能上の競合製品；設計・構造等は異なるが，機能・性能上市場で競合になる製品であり，   
顧客の使用環境や操作方法，更には知識レベルや要求品質レベルが共通であることが多い
製品である．例えば液晶 TV に対するブラウン管 TV で代表されるように，設計・材料・構
造に共通性は殆んど無いが，顧客は同様な機能を持つ製品として，市場で比較し購入して
いる製品群である．最近液晶テレビの高解像度化により，ブラウン管テレビは殆んど駆逐
されたが，液晶 TV が上市された当初は，解像度及び価格ではブラウン管テレビが優位に
あり，ある期間両者は市場で共存していた．同様なことは銀塩カメラとデジタルカメラの
関係も共通である．すなわち製造業者が開発を企画している製品と機能上の競合製品は，
顧客にとって期待する品質･信頼性･安全性特性は同等であり，更に使用方法･環境等多くの
期待値も同等である．またその操作法や互換性を確保しないと誤使用による事故を招く危
険性がある．これは GAMAB 原則を応用展開した概念である． 
②同一環境使用製品；機能・構造も異なるが，開発対象の使用環境で既に商品化されている
製品 であり，互いの製品の機能，材料，設計上の構造には共通性が低い製品群であるが，
ユーザーの使用環境や操作方法に共通性がある．例えば車載製品の，ヘッドアップディス
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プレイとカーナビ/カーステレオ，またはオフィス環境では MFP(複合機)とデータプロジェ
クタ/デジタル黒板等の関係である．設置及び使用されるときの温度･湿度環境や顧客の知
識レベル等が共通であるので，各々の環境に特有なストレス，発生するハザード及び安全
事故発生メカニズムを調査し，潜在リスク抽出及びリスクアセスメントに反映できる． 
③類似構造製品；開発する製品と機能・性能は全く異なるが，材料，設計，構造に類似性があ
る製品群であり，使用される環境や要求される品質レベルは異なるが，故障メカニズムや
安全事故に至る連鎖に共通性がある．例えば液晶パネルと太陽電池パネルでは，パネルの
水平方向と垂直方向に配線があり，その交差部分で局所的に短絡故障した際にはエネルギ
ーが集中し，過熱し発煙発火事故につながる共通メカニズムがある．その他 DVD プレーヤ
ーの光ピックアップ装置とレーザープリンタの光書き込み装置等がある．先行して開発さ
れている類似構造製品が存在する場合には，耐環境性や故障メカニズムが既に研究され，
学会発表や製品マニュアル等公開技術文書から入手可能であったり，一部は国際基準に既
に反映されていたりする場合もある．  
上記①～③を表 3.1 にまとめて表す．特に製品安全上の潜在リスクを抽出するには機能上
の競合製品を抽出して調査することが重要且つ効果的である． 
表 3.1 新製品開発時の情報収集製品 
製品種類 説明 抽出できる仕様 
機能上の競合
製品 
設計・構造等は異なるが，機能・性能上
市場で競合になる製品 
･ユーザー使用環境/操作方法 
･要求リスクレベル 
同一使用環境
製品 
機能・構造も異なるが，開発対象の使用
環境で既に商品化されている製品 
･ユーザー使用環境/操作方法 
類似構造製品 
設計・構造が開発対象製品と類似してい
る製品．機能や使用環境は異なる． 
･製品安全事故のメカニズム 
3.1.2 その他の既上市製品情報 
 その他下記のような様々な情報がリスクマネジメントに有効に活用できる． 
①先行製品；すでに他の製造業者から類似の製品が先行して発売されている時は，公開情報
(実製品，事故情報，特許，実製品，使用上のお知らせ等)が比較的豊富に入手できる． 
②CB 認証制度が確立している製品群；第三者機関である CBTL から情報を収集する． 
③実製品や取扱説明書；実際の製品や取扱説明書を使用して危害シナリオ[47]を直接抽出する
ことができ，それに対してリスク見積もりを実施することができる． 
 危害シナリオとは，製品安全事故が発生しやすくなる環境条件や顧客の誤使用状況を表現
している．例えば車載製品において，「振動・衝撃ストレスによる半田接合部分の破断劣化」
や「排ガス及び湿度環境による，腐食の促進やトラッキングの発生」の様に表現され，ユー
ザーの使用環境ストレスや誤使用リスクを抽出することができる． 
3.2 危害シナリオの抽出 
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3.2.1 使用場所と使用者の特定 
使用場所と使用者の特定は潜在リスクを抽出するための基本情報であり，オフィス用途や
学校用途といった大括りでなく，細かい特定が必要である．例えば学校用途といっても大学
に設置される場合と，小学校に設置される場合では使用者の知的レベルが異なるだけでなく，
リスク源に対する発想そのものも大きく異なる．小学校低学年であれば，危険を表示するデ
カル貼り付けでは，安全リスク低減効果は限定的である．彼らにレーザーポインタを与えた
時を想定することにより自明である．また車載用途であっても，バス・タクシーといった公
共交通機関搭載の場合と，マイカー用途では異なり，同じマイカー用途でも軽乗用車に搭載
する場合と高級車に搭載する場合はリスクが異なる． 
3.2.2 取扱説明書やオプション情報 
先行商品がある場合だけでなく，既に上市されている同一環境使用製品(表 3.1 参照)の取扱
説明書情報から製品操作方法そのものと取り扱いの注意点が抽出できる．製品操作方法が異
なるとユーザーの誤使用を招くリスクがあり，また取り扱いの注意点は製品安全リスク情報
そのものである．  
 また製品のオプションや付属品を調査するとユーザーの利用シーンを想定することができ
る．例えば計測機器に知見のない人でも，オシロスコープにおいて移動用のカート，ラック
組み付け用治具，小型製品にはキャリングケースがあることが判明すれば，システムに固定
された利用方法と，様々な実験室に移動して使用される機器だと想定できる 
3.3 仕様，詳細解析への展開 
 表 3.1 に表した三種類の製品群の情報を入手することにより，信頼性や製品安全の仕様に
展開することができる．  
3.3.1  基本的な品質 
要求リスクレベル及び用途より，品質・信頼性及び製品安全リスクレベルの推定ができる．
2.1.2 項で述べたようにオフィス用途や消費生活用製品では，社会に許容される重大事故の発
生確率が 10-8 台/年と報告されており，そこから軽微な事故や信頼性問題の発生確率に目標展
開できる． 
3.3.2  安全性仕様 
ユーザーの使用環境や操作方法等から，ユーザー及び保守員に危険が存在する場所や作業
を推定できる．具体的には，バリ･シャープエッジ，可搬性(転倒防止)等の安全項目，試験方
法，仕様値に展開できる．また設置環境により物理的ストレスの違いも想定でき，技術基準
を策定し，安全防御機能を強化することができる． 
3.3.3  詳細なリスクアセスメントへの展開 
抽出された製品安全事故メカニズムは，FTA(Fault Tree Analysis：故障の木解析))のトッ
プ事象に設定・展開したり，FMEA を実施して故障メカニズム展開に応用したりすることに
より潜在リスク抽出力が強化される．  
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3.4 開発事例(1)- インタラクティブホワイトボード 
本項では3.1項に基づき潜在リスク抽出を実施して，未
然防止活動に展開する事例として，2012年～2013年に各
社より発売されたインタラクティブホワイトボード [48] 
(図3.1)について調査，解析する．インタラクティブホワ
イトボードとは製造業者によってはタッチディスプレイ
[49]と呼ばれている商品であり，大画面デジタル表示装置
に手書き入力及び遠隔地との通信機能等を備えた会議用
の情報技術機器である．  
3.4.1 機能上の競合製品と期待される製品性能  
開発コンセプトはデジタルデータ制御・表示と手書き
のアナログ表示の良さ・手軽さを融合させることによる
知的創造の活性化であり，黒板機能，制御・通信機能
(PC+Network)，表示装置(データプロジェクタや液晶ディ
スプレイ)が複合されたシステム商品である．なおそれぞれはオフィスという同一環境使用
製品で括られており，各々単機能製品群がそれぞれ機能上の競合製品に設定でき，各々の製
品性能が満足されていることが求められる．具体的には電子黒板，大型LCD，PCが代表的で
ある．これらの製品情報から具体的な製品仕様への展開方法について考案した．  
ここでは電子黒板を例に説明する．電子黒板は場所を移動させて使用することから，本製
品にも移動の容易性が求められる．また電子黒板を使った時と同様の手書き特性が求められ
ることが技術的課題であった．なぜならば通常の電子黒板では水性インクペンと高分子フィ
ルムで構成され，インクが界面にある潤滑特性で達成された手書き特性を，特殊ペン(表面
は固体)とガラスの固体摩擦界面で達成する必要がある．そのため通常の液晶ディスプレイ
では要求されない画面の低摩擦特性や耐摩耗性が求められる．また同時に顧客の誤使用リス
クが増大するため，注意喚起ラベル等の未然防止に努める必要があることも想定できる． 
3.4.2 信頼性・安全性性能 
 機能上の競合製品の性能から開発製品に期待される性能が抽出でき，更にそれらから具体
的な信頼性・安全性仕様に展開する．本事例では移動運搬の安定性(転倒防止を含む)と表示
面の信頼性・安全性が特に重要と判断された． 
 画面の安定性(外装の堅牢性)に関しては，安全規格の条項を中心に考慮する．IEC 60950-1
の4. 物理的安定性及び4.2 機械的強度にエンクロージャ及び外装の機械的強度に対して規定
されており，その中で映像管の表面に対してはIEC 60065の8. 映像管の機械的強度及び爆縮
に対する保護に準拠することが求められている．本製品の表示装置は液晶ディスプレイであ
るため直接は本規格に該当しないが，通常の表示装置に比べ画面上に力を加える頻度が高い
ことを考え，試験方法であるIEC 61965ブラウン管の機械的安全性をベースに考慮すること
が必要と考える．転倒及び安定性に関しても，同じくIEC 60950-1の4.1 安定性に転倒に関し
図 3.1 インタラクティブホ
ワイトボード 
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て規定されており，IEC 60950とIEC60065が統合されたIEC 62368-1の8.9 カート，スタンド
及び類似の運搬装置に対する規定に準拠することを決定した． 
この様に機能上の競合製品を抽出し，それぞれの性能を考慮することによりリスクが抽出
できた事例である．その全体イメージを図3.2に示す 
 
図 3.2 機能上の競合製品から信頼性・安全性能抽出フロー 
3.5 開発事例(2)- データプロジェクタ 
製造業者としては初参入商品であっても，既に先行他社が発売している製品を開発した際
の事例[47]( 3.1.3 項参照)としてデータプロジェクタについて解析結果を示す． 
3.5.1 使用場所と使用者の特定 
プロジェクタはホームシアター用途と，会議や教育現場でのプレゼンテーション用に分類できるが，
技術的・構造的に大きな違いはない．開発時の製品企画では“オフィス用途のデータプロジェクタ”と
規定されていたが，学校や塾の市場も大きく，使用場所・使用者それに付随する製品の明確化を行
う．製品特性上，学校用途において児童や園児の使用（接近）の頻度は高いと想定し，危害の発生
シナリオの抽出に，子供と大人の身体的差異や，子供特有のいたずらを考慮する． 
3.5.2 危害シナリオの抽出事例 
(1)キャリングケースと機器の移動 
使用場面を想定するとプロジェクタは動作時には卓上に置かれるが，使用前に所定の保管
場所から持ち出し，会議室等でセットアップして使用されることが多い．これは製品のオプ
ション情報の中にキャリングケースがあるため想定できる．したがって移動中の落下を想定
し，キャリングケースの強度不足による破損をハザードとしてあげる．危害シナリオは，デ
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ータプロジェクタが納まったキャリングケースのハンドルやベルトが破損し足に落として怪
我をすると判断した． 
(2)天吊り金具を使った天井設置 
天吊り金具というオプション品の存在情報より，天井設置することが判明した．さらに市
場事故を調査した結果，プロジェクタを含む天井設置製品の取り付け金具の破損による落下
事故が複数報告されていることが判明した．また設置手順書に，取り付け作業時に対し多く
の警告が記載されており，天井設置製品が金具の破損や設置不備が原因で落下し人にぶつか
るを危害シナリオと判断した． 
(3)レーザーポインタ機能付きリモコン 
 レーザープリンターに使われているレーザーは製品内部の書き込み系に使用されており，
安全基準も個別に制定されておりハザードとしての認識はあった．しかし子供のレーザーポ
インタの事故報告より，子供によるレーザーポインタ付きリモコンのいたずらによって目が
損傷するを危害シナリオと判断した．なお市販されているレーザーポインタの取扱説明書 [50]
にも以下の警告文が記載されている． 
警告･注意事項 
●レーザー光線を顔や目に絶対に向けないでください．失明や視力低下の可能性があります． 
●レーザー光線を鏡等に照射すると，反射光で目を悪くしますので注意してください． 
●幼児の手の届かないところに保管してください．(対象年齢 18 歳以上) 
○消耗品の交換作業では，無理に手を加えたり，ひねったり叩いたりしないでください． 
○使用済みの消耗品は条例等に基づき，各々適正に廃棄処分してください． 
○長期間使用しない場合は，必ず電池を取外してください． 
(4)投影の遮光 
社内でのモニターテストにおいて，レンズの前に遮光のため黒革の手帳を置いたところ，
手帳の表面が焦げて発煙したことが報告された．詳細な利用シーンを確認するとプロジェク
タを会議室で使用していた際，ホワイトボードをスクリーン代わりに使用しており，ボード
にメモを書くために投影像を一時的に遮光しようとレンズ前に物を置いたところ，焦げた臭
いと少しの発煙が検出された報告があった．他社機の取扱説明書を参照すると，この種の誤
使用に関する注意表示・表記がされており，プロジェクタ特有のハザードであることが判明
した．危害シナリオは，投影中にレンズ前に異物を置くと発煙すると判断する． 
 
 
3.6 第三章のまとめ 
本章の流れを図 3.3 に表現した．本章では潜在リスク抽出を単に机上で検討するのではな
く，方向性及び戦略性をもってこれらの情報を調査・分析することにより，製造業者は新規
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機能や技術を搭載した製品を市場投入できることを明確にした．具体的には既に上市されて
いる他社製品のなかから①機能上の競合製品，②同一使用環境製品，③類似構造製品の抽出
を行い，それらに関する情報を元に，信頼性・安全性仕様に展開することができることを明
確にした．先発メーカー製品や関連製品のオプション品や取扱説明書等の情報を集め解析す
ることにより，潜在/顕在リスク及び危害シナリオが抽出でき，後発であっても先発メーカ
ー同等の信頼性・安全性を持った製品を開発できることを意味している． 
 
図 3.3 第三章のまとめ 
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第四章  
異業種他社の公開製品安全事故情報からの潜在リスク抽出方法 
本章では製造業者が公開製品安全事故情報から，将来に向けて潜在リスクを抽出して未然
防止に繋げるために有効な技法を考察する．具体的には公開製品安全事故情報にたいして，
ネットワーク理論を適用してモデル化し，製造業者の事故情報と比較することにより，潜在
リスク抽出する技法を提案する． 
一般に製品安全事故は 1.12 図で表現するように複数の反応・状態及び状態遷移が発生し，
重大な事故ほど反応・状態及び状態遷移が多く発生する．実事例として公開安全事故情報に
おける発火事故メカニズム例を状態遷移で表現する．この事例での製品安全事故メカニズム
は，製品の長期使用による劣化により，部品故障若しくは埃等の堆積が発生し，トラッキン
グ現象が誘発される．さらに絶縁破壊(気中放電含む)に発展し，リーク電流により絶縁材料
が過熱し，最終的にはその熱により発火である． 
図 4.1 安全事故に至る状態・反応と状態遷移例 
製品安全事故リスクを定量化するには，これらの反応・状態及び状態遷移を確率論で考察
する必要がある．そのためには図1.12に表現したように，自然鎮火，電源遮断等による安全
停止に至る事象を考慮する必要があるが，安全事故に至らなかった情報を得ることは事実上
不可能である．そこで個々の事故事例を数値データでモデル化して，事故情報全体を量的デ
ータとして分析することにより，安全事故全体の中から，個々の反応・状態及び状態遷移の
重要性(頻度)が抽出することができると着想した．この技法により，製造業者は異業種他社
の事故事例から，安全事故全体を俯瞰し，製品ごとの安全事故の特徴の抽出と，製造業者と
して潜在リスクの捉え方やリスク対応（どの反応で止めるべきか等）につなげることができ
る． 
4.1 状態遷移に着目する安全事故情報のモデル化―ネットワーク理論の適用― 
本項では安全性事故における状態遷移を表現するために，マルコフモデルを基にネットワ
ーク理論及びグラフ理論で用いられている有向グラフ [51]と隣接行列[52]を利用して，公開され
た個々の事故情報を分析，重要な反応・状態及び状態遷移を表現する．マルコフモデル，有
向グラフや隣接行列は様々な分野で活用 [53]されている． 
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4.1.1 マルコフモデルと安全性 
 マルコフモデルは複数の状態が存在する系の中で，以前の状態によって次の状態が確率的
に決定されるモデルであり，20 世紀初頭にロシアの数学者 Andrey Andreyevich Markov の研究
功績が有名である．なお直前の状態のみにより次の状態が決定される場合は単純マルコフモ
デルといい，直前 N 個の状態に依存する場合は N 重マルコフモデルと呼ぶ．近年では 1960
年代後半～1970 年代の後半に Leonard E. Baum らの研究により開発された隠れマルコフモデ
ル[54]を使った多くの応用が報告されている．隠れマルコフモデルは状態遷移が直接観測でき
ず，状態遷移に伴う出力信号のみが観測可能なモデルであり，その出力信号から状態遷移を
確率的に推定するモデルである．具体的にはベイズ推定と組み合わせて音声認識[55]や電気絶
縁における部分放電特性[56]，更には土木作業分野[57]等様々な分野に応用されている．  
 事故情報から安全事故に至った状態遷移を考察する場合は，機器の発火のように最終事象
がはっきりし，且つ状態遷移が不可逆反応であるため，単純マルコフモデルを適用できる．
しかし視点を変えて安全事故に至る状態遷移を，機器外から監視していた場合には，デバイ
スが故障したり，発火したりすることは観測できないため，隠れマルコフモデルを適用でき
る．この場合のモデルを図 4.2 に表現する．本研究では直接取り扱わないが，安全分野に隠れ
マルコフモデルを応用できる分野もあると考える．  
 
図 4.2 隠れマルコフモデルで表現した安全事故モデル 
4.1.2 本技法の概要  
安全事故情報を数値化する方法は大きく 4 つのステップで構成されている． 
(1)事故関連用語の抽出(1.3.3項) 
事故事例(テキストデータ)から，原因･結果に結びつく反応・状態を表す事故発生メカニズ
ム上重要なキーワード(1.3.3項参照)を抽出する．なお全事例から抽出されたキーワードの数
をnとする． 
(2)事故関連用語(反応･状態)間の状態遷移の数値化･行列化 
個々の事故発生メカニズムを，キーワードを行列要素とするn×nの隣接行列で表現すると，
事故事例数(本論文ではNとする)と同数の行列が生成される．隣接行列は累乗計算することに
より状態遷移を表すことができ，反応・状態及び状態遷移の連関を高次に亘り表現できる． 
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(3)反応･状態及び状態遷移の重要性解析 
m個の隣接行列から事故関連用語間の因果及びその重要度を解析する．  
①相対的発生頻度の推定(各行列の単純和)：m個の事故行列の単純和を算出する．n×nの因果
の中で，単純和が大きい状態遷移は発生頻度が高いと判断できる． 
②最終現象(本論文では火災)への影響解析；各反応・状態が最終的な発火現象までのメカニズ
ムを表す特性値として反応経路長を求める．   
(4)結果の考察 
 反応・状態と状態遷移に着目して， 製品群間の比較によりその違いを分析し，事故の未然
防止のため，潜在リスクを抽出する． 
 4.1.3 安全性事故の連鎖を表現するための，有向ネットワーク図と隣接行列の適用 
グラフ理論における有向グラフとは，図4.1に示すように
頂点と辺で構成されたグラフであり，辺に方向性がないグ
ラフを無向グラフ，方向性があるものを有向グラフと呼ぶ．
a1～a5は頂点であり頂点間を方向性のある辺(矢印)で結んで
いる．図4.3ではa1からa2には遷移(移動)できるが，a2からa1に
は遷移(移動)できないことを示している． 
 この状態間の連関状態を行列形式で表現したものを隣接行列と呼び，図4.3の状態間の連関
状態は，(4.1)式及び表4.1のように表現できる．また本論文では行から列に遷移する表現であ
るが，列から行でも表現 (⇒転置行列関係))可能である．また図4.2中の①～⑤と表4.1の①～
⑤は同じ因子間のつながりを表している． 
𝑨 =
(
 
 
0 1 1 0 0
0 0 0 1 1
0
0
0
0
0
0
0 1 0
0 0 1
0 0 0)
 
 
   (4.1) 
表4.1 隣接行列 
 結果系 
a1 a2 a3 a4 a5 
原
因
系 
a1 0 1⤴① 1⤴② 0 0 
a2 0 0 0 1⤴③ 1⤴④ 
a3 0 0 0 1⤴⑤ 0 
a4 0 0 0 0 1⤴⑥ 
a5 0 0 0 0 0 
またこの隣接行列Aのs乗行列Asは，距離sでの原因系から結果系への遷移を意味する行列で
ある．(4.2)式は距離2で原因系から結果系への遷移する行列を表しており，右辺の2はa1⇒a4を
距離2でつなぐ経路(a1→a2→a4とa1→a3→a4)が2つあることを意味している．本有向グラフの最
図 4.3 有向グラフの例 
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大経路長は3でありa1→a2→a4→a5とa1→a3→a4→a5の2経路がある． 
𝑨 2 =
(
 
 
0 0 0 2 𝟏
0 0 0 0 1
0
0
0
0
0
0
0 0 1
0 0 0
0 0 0)
 
 
     (4.2) 
同様にA 3では距離3の経路，A 4は距離4の経路が示される．一般に最大経路長sを超えるs+1
乗行列は零行列となり，図4.2に示する有向グラフにおいて最大経路は3であるため，A４ ，A 
5…は零行列となる． 
製品安全事故事例として，図4.1の状態遷移図を有向グラフと隣接行列に当てはめ，それ
を表4.2(M )及び表4.3(M 4)に表す．なお表4.2中の①～⑥は図4.1の①～⑥と同じ遷移を意味し
ている．また表4.3中のゴシック太字の2は，長期劣化要因を起因に経路長4の発火経路が2種
類あることを示しており，最大経路長は4であるため，M 5以上は零行列となる． 
4.1.4 単純行列和と確率行列化 
今，製品安全事故事例数がN件あると，それらをN個の隣接行列A1～ANで表現できる．これ
らの行列から(4.3)式に示す隣接行列和(ASUM)を求める．この時の行列の各成分ASUM (i,j)は，あ
る状態ai (原因系)からaj (結果系)へ状態遷移する事例の数を表しており，個々の反応・状態及
び状態遷移の発生頻度を相対的に表している．したがってグラフィカルモデリング形式で表
すことができる．  
ASUM=∑Ak
N
k=1
  (4.3) 
また行列要素を計数データではなく，確率データで表する行列が確率行列[58]であり，各有
向辺を状態遷移確率aijで表す．確率行列は，すべての行列要素は0～1の値を取り((4.4)式)，且
つある状態Aiから各々の状態へ遷移する確率の総和は1である((4.5)式)．  
1 ≥ a𝑖𝑗 ≥ 0  (4.4) 
表 4.2 隣接行列(M)  表 4.3 隣接行列(M 4) 
 
結果系    
発
火 
絶
縁
破
壊 
・
放
電 
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ 
部
品
不
良 
埃
・
煤
等 
異
物
の
堆
積 
長
期
劣
化
要
因   
発
火 
絶
縁
破
壊 
・
放
電 
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ 
部
品
不
良 
埃
・
煤
等 
異
物
の
堆
積 
長
期
劣
化
要
因 
原
因
系 
発火 0 0 0 0 0 0 
 
原
因
系 
発火 0 0 0 0 0 0 
空間・沿面絶縁
破壊・放電 
1 
⑥ 
0 0 0 0 0 
 空間・沿面絶縁
破壊・放電 
0 0 0 0 0 0 
トラッキング 0 
1 
⑤ 
0 0 0 0 
 
トラッキング 0 0 0 0 0 0 
一次部品不良 0 0 
1 
③ 
0 0 0 
 
一次部品不良 0 0 0 0 0 0 
埃・煤等異物の
堆積 
0 0 
1 
④ 
0 0 0 
 埃・煤等異物の
堆積 
0 0 0 0 0 0 
長期劣化要因 0 0 0 
1 
① 
1 
② 
0 
 
長期劣化要因 2 0 0 0 0 0 
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∑𝑎𝑖𝑗 = 1
𝑛
𝑗=1
 若しくは ∑𝑎𝑖𝑗 = 1 (4.5)
𝑛
𝑖=1
 
またP n行列において，p(n)ijは経路の長さn(n Step)でPi→Pjに推移する確率を表す．因みに
頂点を，有向辺に沿って確率的に移動して行く過程において，収束性(n→+∞；πに収束する
特性)と再帰性(あるnにおいて，元の状態に戻る特性)がある場合とない場合がある．本論文
で取り上げた製品安全事故情報は，最終事象が火災に収束し且つ不可逆反応であるため，収
束性があり再帰性がない行列で表現できる．したがって，隣接行列和から確率行列を推定す
るために，隣接行列の行方向の数値の和が1.0となるように，各行ごとに(4.5)式に基づき確
率行列P に変換する．  
𝑷(𝑖，𝑗) =
𝑨SUM(𝑖，𝑗)
∑ 𝑨SUM(𝑖，𝑗)
𝑛
𝑗=1
      (4.6) 
4.1.5 累積状態遷移確率と平均経路長 
確率行列 P の各成分 P(i，j)は Pi→Pj に直接遷移する確率を表している．累積状態遷移確
率 PTP は，(4.7)に示すように行列の累乗（P，P 2，P 3・・・・）を無限大（実際は最大連関
経路長まで)まで累積極限和を取ることにより求まる． 
PTP=P+P
 2+P 3+P  4⋯⋯ 
=∑P  k
∞
k=1
     (4.7) 
本報告中の事例は原因系因子が何回状態遷移して発火に至るかがメカニズムを定量的に把
握するために重要である．今P s 行列の(i，j )成分をP s (i，j )と表現すると，i 行に割り付けた
原因系因子が発火まで状態遷移するための平均経路長L i は(4.8)式で表すことができる．この
平均経路長は最終状態(本論文では発火・発煙)に至るメカニズムを，定量的に把握できる
特性値である． 
L i=∑ s A 
s(i，1)                    
∞
s=1
(4.8) 
なお本解析においては製品安全事故の最終事象(発火･発煙)を1行目と1列目に配置してい
るため，(4.8)式右辺内の1は発火・発煙列を表している． 
 4.2 焼損・火災に関する製品安全事故情報の数値化 
前項のネットワーク解析手法を用いて，新聞で公開された個々の焼損・火災情報 [19]の219件
から製品安全事故のモデル化を実施し，製品群ごとに製品安全事故メカニズムの違い等の特
徴を抽出する．安全性事故発生に寄与率が高い反応・状態及び状態遷移を抽出できることに
より，リスク評価やリスク対応の重要な根拠及び指針になる． 
4.2.1 キーワードテキストの抽出 
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上記社告情報から，安全事故の反応･状態を表すキーワードとして，1.3.3項(2)のキーワード
をベースに表4.4に表した34項目を抽出し，それらを使って個々の焼損・火災情報を34×34の隣
接行列で表現する．なお抽出されたキーワードは概ね①結果系②故障要素系(反応及び反応箇
所)③プロセス系④使用環境系の４種類に分類できる．なおキーワードの数は多すぎると共通
的な課題が抽出できず， 少なすぎると解析が有効でなくなるため，事故情報量に応じた最適
なキーワード数が概ね決定する．  
表4.4 製品安全事故のキーワード一覧  
大分類 中分類 キーワード 
①結果系 発火・発煙 
(1) 発火 
(2) 発煙 
②
故
障
要
素
系(
反
応
及
び
反
応
箇
所) 
絶縁破壊 
(3) 空間・沿面絶縁破壊/放電 
(4) 固体絶縁破壊 
(5) トラッキング 
断線系 
(6) 接触抵抗(SW/リレー) 
(7) 接触抵抗(部品系) 
(8) 接触抵抗(締め込み系) 
(9) 半田断線 
一 次 回 路
系 
(10) 電源 
(11) ヒータ 
(12) スイッチ・リレー 
(13) その他部品 
電 子 部 品
不良・故障 
(14) コンデンサ 
(15) パワーデバイス 
(16) モータ 
(17) 電池 
(18) 二次半導体・CPU 
(19) その他電子部品 
機 械 的 要
因 
(20) 過負荷 
(21) バリ・エッジ 
(22) 機械的故障 
③プロセス系 
（ヒューマン要因 
/創り込み要因系） 
(23) 制御不良 
(24) 設計・構造不良 
(25) 製造不良 
(26) 保守・設置不良 
(27) 誤使用 
④使用環境系 
(28) 外来ノイズ 
(29) 長期使用・劣化要因 
(30) 埃の蓄積 
(31) 表面汚染 
(32) 吸湿・吸水 
 
(33) その他 
(34) 不明 
  
4.2.2 相対的確率(ASUM 状態遷移の出現頻度)の算出 
今回解析対象とする新聞社告情報において，再社告は基本的に初回の社告と同一メカニズ 
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ムであり，経営的な判断のもとに実施した社告であるために，初回社告情報のみから隣接行
列 A１～A n を導出する．この時発生する反応・状態や状態遷移の相対的な発生しやすさは，
(4.3)式で算出する行列和(ASUM)の各行列因子で表すことができる．求めた行列和を表 4.5 に示
す．本事例では発火を最終事象と定義しているので，発火から状態遷移はなく発火行は全て
0 となる．しかし一部の社告情報では過熱が最終事象であるため，過熱列（合計 157）と過熱
行（合計 96）の数値は一致しない．また図 4.1 における長期劣化要因のように最初の事象(第
一事象)である場合では，逆に列が全て 0 である． 
この隣接行列和は，図 4.4 の様に連関図[59]に表現すると事故メカニズムを俯瞰できる．本
図においては矢印の太さとテキスト図形の大きさが，それぞれ状態遷移数と要因因子数に比
例したサイズに描いている．更に 34 項目では図形が複雑になるので，影響の少ないいくつか
の反応や状態及び状態遷移は表現せず，また必要に応じて表 4.6 に示すように一部の反応・状
態を統合して，行及び列数を減らしている．   
 
 
図 4.4 連関図法による表示 
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破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( S W /
リ レ ー ）
接 触 抵 抗 ( コ ネ ク タ
系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
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系
一
次
回
路
系
電
子
部
品
不
良
・
故
障
発
火
過
熱
発 火
過 熱
そ の 他
断
線
系
絶
縁
破
壊
機
械
的
要
因
人
的
要
因
系
環
境
要
因
系
絶
縁
破
壊
断
線
系
一
次
回
路
系
電
子
部
品
不
良
・
故
障
表
4
.5
 
社
告
情
報
か
ら
作
成
す
る
隣
接
行
列
の
和
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4.2.3 確率行列と平均経路長 
発火の行及び合計値がゼロの行(状態が存在しなかった)を除き，各行が(4.4)及び(4.5)を満足
するように確率に変換する．結果を表 4.7 に表す．   
一
次
回
路
系
環
境
要
因 系
空 間 ・ 沿 面 絶 縁 破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み 系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
外 来 ノ イ ズ
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
空
間
・
沿
面
絶
縁
破
壊
/
放
電
4
1
0
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
固
体
絶
縁
破
壊
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
1
1
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(部
品
系
）
1
3
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(締
め
込
み
系
）
3
4
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
半
田
断
線
0
1
0
0
0
0
0
1
2
1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
源
3
2
1
2
2
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
部
品
（
一
次
回
路
系
）
3
0
4
8
0
7
1
2
0
1
2
0
0
1
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
子
部
品
・
故
障
2
3
4
9
0
0
5
0
3
0
0
2
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
1
電
池
1
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
過
負
荷
0
0
0
0
0
2
0
1
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
機
械
的
故
障
2
2
0
0
0
0
0
0
2
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
0
3
0
0
制
御
不
良
1
2
0
0
0
0
0
0
0
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
設
計
・
構
造
不
良
0
0
0
0
4
6
2
9
1
8
1
5
4
2
7
4
0
0
0
0
0
0
1
5
1
3
製
造
不
良
1
1
0
0
2
9
4
1
2
7
1
5
8
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
保
守
・
設
置
不
良
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
誤
使
用
系
0
0
0
0
0
0
0
1
1
3
1
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
外
来
ノ
イ
ズ
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
長
期
劣
化
要
因
1
0
0
1
0
5
9
4
7
7
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
1
5
0
2
埃
・
汚
染
・
水
4
1
4
0
8
0
1
0
1
0
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
1
2
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
0
1
0
0
2
2
1
1
0
1
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
不
明A
電
子
部
品
・
故
障
断
線
系
絶
縁
破
壊
発 火 ・ 過 熱
人
的
要
因
系
一
次
回
路
系
断
線
系
絶
縁
破
壊
発
火
・
過
熱
電
子
部
品
不
良
・
故
障
人
的
要
因
系
機
械
的
要
因
環
境
要
因
系
そ
の
他
そ の 他
不 明
長 期 劣 化 要 因
埃 ・ 汚 染 ・ 水
表
4
.6
 
表
4
.5
の
行
列
の
一
部
行
列
を
統
合
し
た
行
列
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表 4.7 確率行列表示 
 
機
械
的
要
因
空 間 ・ 沿 面 絶 縁 破 壊 /
放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( S W / リ レ ー ）
接 触 抵 抗 ( コ ネ ク タ 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み 系 ）
半 田 断 線
電 源
ヒ ー タ ー
ス イ ッ チ ・ リ レ ー 等
そ の 他 部 品
コ ン デ ン サ
パ ワ ー デ バ イ ス
モ ー タ ー
電 池
二 次 半 導 体 ・ コ ン ト
ロ ー ラ
そ の 他 電 子 部 品
過 負 荷
ば り ・ エ ッ ジ
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
外 来 ノ イ ズ
長 期 劣 化 要 因
埃 の 蓄 積
表 面 汚 染
吸 湿 ・ 吸 水
0
.0
0
%
0
.0
0
%
0
.0
0
%
0
.0
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0
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0
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縁
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破
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0
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0
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0
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0
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ト
ラ
ッ
キ
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0
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%
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3
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8
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0
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0
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0
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0
%
0
.0
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%
0
.0
0
%
0
.0
0
%
0
.0
0
%
接
触
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(S
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/
リ
レ
ー
）
0
.0
0
%
7
4
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%
2
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.9
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%
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.0
0
%
0
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この確率行列を基に(4.7)式及び(4.8)式に基づき各キーワードの発火までの平均経路長を算出
し，その結果を表4.8に表す． 
表4.8 各因子の平均経路長 
因子 平均経路長 反応数 
固体絶縁破壊 1.00 20 
電池 1.00 18 
接触抵抗(締め込み系） 1.03 43 
接触抵抗(部品系） 1.08 15 
空間・沿面絶縁破壊/放電 1.12 47 
部品（一次回路系） 1.68 78 
トラッキング 2.07 13 
半田断線 2.28 16 
埃・汚染・水 2.29 33 
製造不良 2.51 72 
誤使用系 2.53 9 
保守・設置不良 2.68 3 
設計・構造不良 2.70 95 
長期劣化要因 2.87 54 
4.2.4 平均経路長の層別による製品安全事故のモデル化  
算出された平均経路長は以下のように，大きく三つのグループに分けることができる． 
①発火・発煙へ直結する反応；絶縁破壊や接触抵抗増加・断線，電池のように平均経路長が
ほぼ1.0で表され，発火･発煙の直前現象と位置づけられる． 
②故障物理要因－信頼性上も重要な反応；部品不良・半田断線・トラッキング更には埃・汚
染等の故障物理要因は，平均経路長が1.5～2.5程度のグループであり，これらは信頼性上重
要な要因が多くを占めている． 
③人・環境・プロセス要因；製造不良，ユーザー誤使用，保守・設置不良，設計・構造不良，
更には長期使用による経時劣化要因等，事故の根本要因と分類されるグループで平均経路
長は2.5以上である．これらは，信頼性・安全性だけでなくユーザビリティ等品質全体に広
く関係する要因である． 
表4.5及び図4.4の解析結果に表4.8で表した反応経路長を合わせて考えることにより，製品
安全事故の発生メカニズムは，上記①～③の要因が連鎖的につながる3ステップモデルで表現
できる(図4.5)ことを見出した．  
図4.5 公開事故情報に基づき反応経路長から導出された 
 製品安全事故発生の3ステップモデル 
このモデルの直結要因は，電気通信大学大学院の鈴木和幸教授らの提唱されているトップ
深層要因 
製造不良・設
計不良等 
信頼性要因 
部品不良・半
田断線等 
(発火の) 
直結要因 
絶縁破壊・断
線等 
発煙・発火 
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事象モード[60]とほぼ同様な意味を持つと考えており，代表的な内容を図4.6に引用する．また
故障モードエラーモードは，本モデルでは信頼性要因を表している． 
 
図4.6 未然防止へのトップ事象モードと信頼性手法の位置付け 
4.3 公開製品安全事故情報の数値化 
 公開社告情報に加えて，事故届出・公開制度により公開された事故情報(1.2項参照)をもと
に，隣接行列並びに行列和計算による数値化を実施する．なお今回解析対象とする情報は，
国内の電気・電子機器有力製造業者から報告された事故を対象とする. 
4.3.1 公開製品安全事故情報の特徴 
 事故報告制度に従い報告された製品安全事故情報と，社告により公開された製品安全事故
情報は，事故メカニズムが同一内容であることが多い．一般に製造業者は既に当局に報告し
た事故は，社告に経営面で障害が低くくなり，後に社告することが多いと考える．また過去
に社告した内容の事故が市場で発生することも少なくない．図4.6は社告に対する製品安全
事故件数を表現しており，①のデータは縦軸に表すように1件の社告に対して43件の市場事
故が報告されていることを表している． 
 
この様に社告情報は各々の製品安全事故に至った(若しくは極めて至る可能性の高い)事故
1
10
100
0 10 20 30 40 50
社
告
ご
と
の
市
場
事
故
数
社告番号
図4.6 一社告に対する事故発生件数
①
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メカニズムに基づいており，一方公開事故情報は実際の事故発生件数に基づいている．した
がって安全事故の発生メカニズムと事故発生頻度のどちらに着目するかで解析対象にする情
報が異なる． 
4.3.2 報告製品安全事故情報の隣接行列表現 
 個々の公開事故情報[17]267件を隣接行列に表現し，それらの単純行列和を表4.9に表す．表
4.5と比較して，類似点としては絶縁破壊やパワーラインの断線が直結要因であることと，
長期劣化要因が重要な深層要因であることが挙げられる．相違点としてコンデンサの故障の
寄与の大小の違いが挙げられる．これは1.3項の扇風機の発火事故が大きく影響している． 
また図4.4同様に図4.7に連関図で表現する．図4.4に比べて絶縁破壊や長期劣化の影響が大き
いことが一目で判る． 
 
 
図4.7 重大事故報告情報の連関図 
 
  
 54 
 
 
表
4
.9
 
公
開
安
全
事
故
情
報
か
ら
作
成
し
た
隣
接
行
列
和
 
  
 55 
 
4.4 製品間の反応･状態及び状態遷移比較解析 
 本項では4.1項の手法を使って，4.2項及び4.3項で各種安全情報から導出された製品安全事
故メカニズムやその特性値結果から，製品群間の安全事故情報の特徴や共通性について解析
し，技法としての有効性を明確にする． 
4.4.1 製品群別の連関図比較 
 公開事故情報の中でも，製品群の違いに対して解析することの有効性を示すため，エアコ
ン，扇風機，ブラウン管テレビの事故を個々の反応・状態及び状態変化を隣接行列和と連関
図を使って比較する．図4.8～4.10にそれぞれの連関図を表す．三つの製品群において絶縁破
壊や長期劣化要因が大きいことは共通であるが，製品群毎にその影響の大小やその他の要因
の影響の大小に特徴がある． 
 
図4.8 エアコンの公開安全事故の連関図 
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図4.9 扇風機の公開安全事故の連関図 
 
図4.10 ブラウン管テレビの公開安全事故の連関図 
4.4.2 製品群毎の反応・状態及び状態遷移 
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製品群毎の共通性と相違性を隣接行列和の各 
行列要素を比較解析した結果を表4.10及び表4.11
に表す．製品群毎の事故報告の多寡の影響をなく
すために，反応・状態(表4.10)及び状態遷移(表
4.11)は共に個々の反応・状態及び状態遷移の小計
を，製品群毎の総反応・状態数若しくは総状態遷
移数で割った比率で算出している．エアコンにお
いて接触抵抗増大による断線故障  (表4.10中の
①)や，ブラウン管TVでは半田不良  (表4.10中の
②)，更にはすでに多くの著書で報告[9][10]されてい
るように扇風機では長期劣化の影響  (表4.10中の
③)が顕著である． 
また状態遷移における特徴的な違いは表4.9に 
表すように，エアコンでは設計・構造不良による 
トラッキング(表4.11の①)，ブラウン管テレビでは長期劣化によるコンデンサや電源・一次部
品の絶縁破壊(表4.11の②)があげられる．扇風機では長期劣化や吸湿・埃の蓄積によるコンデ
ンサの絶縁破壊現象(表4.11の③)が顕著に表れてきている．これらのことよりこの解析技法を
応用することにより安全事故事例全体から，製品群間の安全事故の特徴を抽出可能であるこ
とを明らかにできた． 
表 4.11 状態遷移における特徴的な違い(単位％) 
前の状態 遷移状態 エアコン 
ブ ラ ウ ン
管TV 
扇風機 
部品(一次回路系) 空間・沿面絶縁破
壊/放電 
0.58 4.42② 0 
機械的故障 1.73 0.89 0 
電子部品･故障 固体絶縁破壊 10.1 0.5 0 
埃・汚染・水 トラッキング 13.29① 0.88 0 
長期劣化 
半田断線 0 2.65 0 
部品(一次回路) 0.58 4.42② 1.76 
電子部品・故障 4.62 7.96 16.2③ 
埃・汚染・水 0.58 1.77 12.4③ 
4.5 個別製造業者による公開製品安全事故情報の活用方法 
第一章で述べたように製造業者は自社製品事故から，社内安全基準や知識データベースを
整備し，再発防止活動を徹底している．しかし表4.10と表4.11に表すように，反応・状態及び
状態遷移の両方で，製品群間には違いがあり，自社製品の過去の事故経験から再発・未然防
止できる内容は偏っている． 
筆者の所属する企業の主力商品であるプリンター・複合機は，機内に多くの燃料として機
能する高分子材料や用紙が多く存在し，発火時に延焼しやすいため発火事故防止は特に重要
である．情報技術機器製造業者を例に，これらの解析結果を潜在リスク低減に活用する方法
を提案する．   
表4.10 エアコン，ブラウン管テレビ，
扇風機の反応・状態の特徴的違い(単位％) 
  
エア
コン 
ブラウン
管TV 
扇風機 
絶
縁
破
壊 
空間・沿面絶
縁破壊/放電 
4.6 10.3 1.5 
固体絶縁破壊 3.3 12.9 21.9 
トラッキング 16.6 1.7 0.0. 
断線
系 
接触抵抗増大 5.3① 0.9 1.2 
半田断線 0.0 6.9② 0.0 
電源・一次回路 6.0 15.5 1.9 
電子
部品 
コンデンサ 6.0 12.1 15.1 
その他 4.0 2.6 7.4 
機械的要因 8.0 2.6 3.7 
設計・構造不良 14.6 1.7 0.0 
製造不良 6.0 10.3 0.0 
長期劣化 8.0 19.0 33.6③ 
吸湿･埃 17.9 3.5 13.3 
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4.5.1 情報技術機器の製品安全事故 
 情報技術機器の製造業者である弊社製品のランクⅠ及びⅡの安全事故情報から隣接行列和
を求め，全発生件数を100に規格化して相対値を使って連関図法で表現する(図4.11)．社告情
報や公開事故法情報と同様に，絶縁破壊や断線が発火･発煙の直結要因であるが，外来ノイ
ズの影響や制御不良といった特徴的な違いも散見される． 
 
図4.11 情報技術機器製造業者の製品安全事故の連関図表現 
4.5.2 個別製品の安全事故情報と公開製品安全事故情報との比較  
表4.12は情報技術機器にて発生頻度の高い反応・状態と低い反応・状態を表しており，表
4.13は状態遷移の比較解析結果である．安全事故原因として社会で大いに注目されているト
ラッキング，コンデンサ故障，半田断線，長期劣化は，情報技術機器では発生頻度が低く状
態遷移数も少ない．一方接続端子，パワーデバイス・二次半導体の故障等により温度制御不
良になる状態遷移が多い．長期劣化による各種故障に関連する技術基準は情報技術機器の国
際安全規格[11]において十分に規定されていない可能性があり，次章で安全規格そのものを深
堀りする． 
表4.12 情報技術機器における反応・状態の特徴的違い 
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発
生
頻
度
が
高
い
反
応
・
状
態 
1)外来ノイズ 
2)制御不良 
3)接触抵抗(コネクタ系）増大 
4)二次半導体・コントローラ故障 
5)パワーデバイス故障 
6)ヒータ 
7)保守・設置不良 
発
生
頻
度
が
低
い
反
応
・
状
態 
1)トラッキング 
2)コンデンサ 
3)半田断線 
4)長期劣化 
表4.13 情報技術機器における状態遷移の特徴的違い 
 前の状態 遷移状態 
発
生
頻
度
が
高
い
状
態
遷
移 
接続端子のOPEN 
温度制御不良 ﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽ故障 
二次半導体の故障 
発
生
頻
度
が
低
い
状
態
遷
移 
長期劣化 
コンデンサ故障 
トラッキング現象 
半田断線 
4.5.3 安全事故の違いを生み出す情報技術機器のビジネスモデルや使用環境 
隣接行列和や平均経路長を算出することにより抽出された相違は，製品の構造や使用環境
に加え，ビジネスモデルが大きな要因と考える．具体的には複写機･プリンター･業務用コン
ピュータ等情報技術機器が，公開安全情報の多くを占める消費生活用製品とは，反応・状態
数や状態遷移の種類が大きく異なる最大の理由は下記の使用環境であると考える. 
(1)情報技術機器の事故で発生の多い反応・状態数や状態遷移数 
情報技術機器で二次半導体・コントローラ／外来ノイズ／制御不良に関連する事故が多い
要因として，以下の2つが考えられる． 
①コントローラや制御不良に絡む故障の割合が大きい理由は，情報技術機器が高速で様々な
機械的･熱的制御，更には光学的制御を行っており，システム規模が大きくソフトウエアの
バグや外来ノイズ(静電気/サージ/電磁波等)の影響を受けやすいことにある． 
②消費電流が家庭用電化製品に比べて大きく，パワーデバイスの容量も大きいため，また短
絡故障発生時に大きな電流が一箇所に集中する．更に業務時間内は常時通電且つ稼働･稼働
待機状態であり(機器によっては24時間ON)，累積稼働時間は長い．そのため電子デバイス
の疲労破壊を引き起こしやすい． 
(2)情報技術機器で少ない反応・状態数や状態遷移数の要因 
 10年以上使用されることによる長期劣化や劣悪環境下での劣化に関連する事故が少ない要
因として，以下の2つが考えられる． 
①複写機・プリンターはトナー・インクといった消耗品の補給や，一部機能部品においてサ
ービスや交換を前提とする製品である．その消耗品やサービス部品の製造打ち切り以降使
用することが困難となる．またコンピュータOSのサポート期間は表4.12に示すように概ね
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発売後10年であり，セキュリティーの面からビジネス環境でそれを超えて使用されること
は少ない．これらが長期劣化に関連する事故が少ない要因であると考える． 
②使用場所もオフィス環境であることが多く，極端な低温や高温・高湿環境等劣悪環境は極
めて少ない． 
表4.12 OSサポート期間 
OS 発売 サポート終了 サポート期間 
Windows 95 1995年8月 2001年12月 6年4ヶ月 
Windows 98 1998年7月 2006年7月 8年 
Windows Me 2000年9月 2006年7月 5年10ヶ月 
Windows 2000 2000年2月 2010年7月 10年5ヶ月 
Windows XP 2001年11月 2014年4月 12年5ヶ月 
Windows Vista 2006年11月 2017年4月 10年5ヶ月 
Windows 7 2009年9月 2020年1月 10年4ヶ月 
 4.5.4 製造業者にとっての潜在リスク抽出 
製品を開発製造している各製造業者は，過去に製品安全事故の要因となった反応・状態及
び状態遷移に対しては，確実に再発防止され設計基準化されており(2.3項参照)，現在販売さ
れている製品では事故発生リスクは大きく減少している．逆に他の製品群や他の業界におい
て既に再発防止されている内容で，製造業者が経験していない安全事故の反応・状態及び状
態遷移は，潜在リスクと捉える必要がある．これらの潜在リスクはグローバル化がもたらす
使用環境の多様化が進む現代社会においては，ビジネスモデルや使用環境等の変化により，
将来の製品において市場事故として顕在化する可能性が大きいと考察する．具体的には情報
技術機器における潜在リスクは，長期劣化・半田断線・コンデンサ故障・トラッキングに関
連するハザードであり，家電製品やAV機器においては，今後スマート化の進展により外来ノ
イズや制御不良等を潜在リスクとして捉える必要があると考察する．  
このように，他業種における安全事故情報と自身の安全事故情報を比較解析することによ
り潜在リスクとして抽出する反応・状態及び状態遷移に着目し，製品開発の中でハザード源
としてリスクアセスメントを行い，以後の発生の未然防止に必要な項目を設計基準の中に反
映していく活動が必要であると提案する． 
4.6 第四章のまとめ 
 製造業者は製品には製品安全上の潜在リスクが常に存在することを前提として，国際安全
規格や社内安全基準に遵守するだけではなく，常に潜在リスクを抽出して，それに対してリ
スク評価とリスク対応を行う必要がある．本章では言語情報である各種安全事故情報を，ネ
ットワーク行列を適用してモデル化し，それを解析することにより，潜在リスク抽出に有効
であることを明確にした． 
 本章の流れを図4.12に表す．まず個々の公開安全事故情報から故障メカニズムが説明でき
るキーワードを抽出し，このキーワードを利用して個々の事故情報を隣接行列に表す．次に
製品群ごとに隣接行列和を求め，それぞれの製品安全事故の特徴を抽出する．更に自社の事
故情報に対しても同様に隣接行列和を求め，公開事故情報との比較･解析することにより，開
発する製品に対して潜在リスクが抽出できる． 
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ベテラン安全技術者は異業種他社の製品安全事故情報から潜在リスクを抽出していたが，
本技法を適用することにより，製造業者の中堅・若手技術者が同様に潜在リスクを抽出する
ことができる．  
 
図4.12 潜在リスク抽出プロセスの概要 
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第五章 安全規格のリスク評価とリスク対応へ標準ナレッジの活用 
潜在リスクやハザード源が抽出されたとしても，リスク評価やリスク対応ができなければ，
製品安全事故を未然防止することはできない．特に抽出された項目は，製造業者にとって技
術ナレッジが不足している項目であり，リスク対応が困難である．本章では第三章及び第四
章で抽出した潜在リスクやハザード源に対して，安全技術情報である各種安全規格やその他
国際標準との関係を分析し，リスク対応方法として様々な国際標準を活用することが有効で
あることを見出す．  
5.1 安全規格の基本構成と保護モデル 
 電気・電子機器の安全規格の構造は図 2.3 に表現したように，国際標準体系の中で個別機械
安全規格(C 規格)として AV 機器群(IEC60065[12])，情報技術機器群(IEC60950-1[11])，家庭用電
化製品(IEC60335-1[13])，医療機器(IEC 60601-1[38])等個々の製品群毎に制定されている．  
安全規格で保護する危険として①感電②エネルギーによる危険③火災④熱的危険(やけど)
⑤機械的危険⑥放射⑦化学的危険が規定されている．そこでまず安全規格群を調査して，①
～⑦の危険に対する保護項目数を比較集計した結果を表 5.1 に表す．感電・火災・熱的危険に
対する保護項目が多いことが共通であると共に，情報技術機器では感電に対する保護項目が
多い反面，熱的危険に対する保護項目が少ないことが考察できる．  
表 5.1 安全規格別の危険に対する保護項目数(調査結果) 
 情報技術機器 
IEC60950-1 
AV 機器 
IEC60065 
家庭用電化製品 
IEC60335-1 
危
険
の
種
類 
感電 209 132 140 
エネルギーによる危険  39 19 40 
火災 176 155 170 
熱的危険 (やけど) 96 147 176 
機械的危険  34 29 16 
放射  2 6 1 
化学的危険  4 0 4 
近年情報技術機器の安全規格(IEC 60950-1)と，AV 機器の安全規格(IEC 60065) 2 つを統合
し，新しい安全規格としてオーディオ/ビデオ，情報及び通信技術機器－安全要求事項(IEC 
62368-1[61])が開発された．この規格は人体への傷害や火災を防ぐ [Hazard Base Safety 
Engineering (HBSE)]という概念を導入しており，今後の電気・電子機器の安全性の考え方及び
方向性を示す規格として注目されている．この規格において電気起因火災は，電気的エネル
ギーが熱エネルギーに変換されるエネルギー源があり，その伝導，対流，放射といったエネ
ルギーの伝達メカニズムにより，燃料となる材料の発火温度を超えることにより発生する．
というモデルで表現されている．したがってこの保護のモデルをもとに，様々な安全規格で
規定されている各技術基準の引用元を調査し，結果の例を図 5.1 に表す．エネルギー源として
代表的な要素は，電源及び一次回路，絶縁破壊，電子電気部品系が相当し，各種標準が制定
されている．また燃料となる材料(電気電子部品の材料も含む)に関しては，耐火性や難燃性が
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規定されており，更にそれらが発火したとしても，延焼を防止するエンクロージャの材質・
構造が規定されている． 
これらの規定の多くは，他の国際標準から引用されたり，逆に個別製品群の安全規格で規
定された項目が，他の安全規格に展開されたりすることもあり，常に標準間の整合が検討さ
れている．一般に国際標準は 2.2.2 項で示したように，各国の当該工業会が主導して標準化活
動を実施しており，当該産業が盛んな国の工業会[62]が国際標準化会議[63]を主導している．情
報技術機器の分野の場合は，日本の製造業者の競争力が高く，新技術を採用した製品化が盛
んに開発されるため，新規技術の要求項目が日本から提案されることが多い．  
 
5.2 安全規格の数値化 
 本項では表 5.1 で表した保護作用の調査を，更に状態・反応及び状態遷移レベルまで深掘り
しモデル化する．モデル化のために 4.2 項と同様に隣接行列形式を適用することにより，個々
の状態・反応及び状態遷移に対する保護作用項目の多寡を表すことができ，さらに連関図に
表現することにより安全保護作用が俯瞰できる．また事故結果を表した連関図との比較解析
により，基準の妥当性について検討できる． 
5.2.1 保護作用の隣接行列化 
安全規格の要求項目から隣接行列を表現する(4.2項参照)具体例として，以下のパラグラフ
にIEC 60950-1の一部(2.9 電気絶縁/2.9.2項絶縁材料の特性)を引用する．このパラグラフの項
目は吸水・吸湿による空間・沿面絶縁破壊/放電に対する耐性があるかの評価方法及び判定
基準について記載している． 
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2.9.2 湿度処理                 ≪IEC 60950-1のJIS版JIS C 6950-1:2012より抜粋≫ 
2.9.1，2.10.8.3，2.10.10 又は2.10.11 によって要求される場合，湿度処理は，相対湿度（91～95）%の空気
を含んだ恒温槽又は室内で48 時間行う．サンプルを置くいかなる場所でも空気の温度は，結露が生じない
20～30 ℃の任意の値（t±1）℃に保つ．この処理中は，コンポーネント又は部分組立品には通電しない． 
製造業者の同意があるときは，持続時間を48 時間より長くしてもよい． 
湿度処理の前に，サンプルは t ℃と（t＋4）℃との間の温度にしておく． 
 
この様にすべての記載項目に対して火災に至る反応･状態及び状態遷移を保護する作用を抽
出して，行列に表現した結果を表5.2～5.4に示す．ここでは表4.6とほぼ同様に統合する行列
延 焼
発 火
空 間 ・ 沿 面 絶 縁
破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
長 期 劣 化 要 因
埃 ・ 汚 染 ・ 水
そ の 他
不 明
発
火
19
空
間
・
沿
面
絶
縁
破
壊
/
放
電
2
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
固
体
絶
縁
破
壊
1
6
0
0
0
0
0
0
4
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
3
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(部
品
系
）
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(締
め
込
み
系
）
9
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
半
田
断
線
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
源
2
0
8
8
0
6
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
部
品
（一
次
回
路
系
）
2
5
1
9
2
0
0
2
2
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
子
部
品
・故
障
1
9
1
3
1
3
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
池
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
過
負
荷
6
2
2
0
0
0
0
0
3
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
機
械
的
故
障
2
5
2
0
6
5
1
0
3
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
制
御
不
良
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
設
計
・構
造
不
良
1
6
4
8
4
3
7
1
5
1
5
2
1
4
2
2
8
0
0
0
0
0
0
1
0
2
0
0
製
造
不
良
0
1
1
1
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
保
守
・設
置
不
良
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
誤
使
用
系
2
0
0
0
6
2
0
2
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
長
期
劣
化
要
因
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
埃
・汚
染
・水
0
1
1
7
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
そ
の
他
2
5
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
不
明
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
表
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形式で表現しており，更に事故の情報からは抽出できない発火から延焼への遷移についても
抽出できる．なお発火から延焼に対する保護作用基準は，防火用エンクロージャに関する規
定や耐火性の項目が代表的である． 
 
なお表5.1に表した火災に至る保護項目は約600項目あり，フェールセーフやフールプルー
フに関係する保護項目は約50項目に過ぎない．その50項目の多くは部品が発火しても延焼し
ないエンクロージャの規定や過電流・過熱検知センサー等，故障発生時や制御不良発生時に
備えて，安全保護部品の設置義務や性能の規定である．すなわち大多数の安全規格の要求項
延 焼
発 火
空 間 ・ 沿 面 絶 縁 破 壊
/ 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
長 期 劣 化 要 因
埃 ・ 汚 染 ・ 水
そ の 他
不 明
発
火
20
空
間
・沿
面
絶
縁
破
壊
/放
電
3
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
固
体
絶
縁
破
壊
3
7
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
1
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(部
品
系
）
14
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(締
め
込
み
系
）
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
半
田
断
線
2
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
源
7
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
部
品
（一
次
回
路
系
）
2
3
1
6
8
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
子
部
品
・故
障
2
0
5
6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
池
4
1
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
過
負
荷
2
2
2
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
機
械
的
故
障
3
4
1
0
5
4
0
0
0
2
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
制
御
不
良
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
設
計
・構
造
不
良
3
1
3
1
9
0
1
2
8
0
1
3
3
1
7
0
0
4
0
0
0
0
0
0
0
0
製
造
不
良
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
保
守
・設
置
不
良
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
誤
使
用
系
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
長
期
劣
化
要
因
0
0
0
0
1
0
0
0
1
1
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
埃
・汚
染
・水
0
3
2
0
0
0
0
0
1
3
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
そ
の
他
1
3
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
不
明
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
表
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目は，本質的には事故の源となる故障を防止することを目的としていると考察する． 
 
5.2.2 安全規格間の差異検討 
安全規格間の比較解析により，共通点として設計･構造不良及び電源・一次回路部品が発
火して延焼する経路に対して規定されていることが明確になった．一方規格間の特徴的な違
延 焼
発 火
空 間 ・ 沿 面 絶 縁 破 壊 /
放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
長 期 劣 化 要 因
埃 ・ 汚 染 ・ 水
そ の 他
不 明
発
火
1
1
空
間
・沿
面
絶
縁
破
壊
/放
電
9
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
固
体
絶
縁
破
壊
9
4
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(部
品
系
）
1
6
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
接
触
抵
抗
(締
め
込
み
系
）
2
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
半
田
断
線
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
源
4
6
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
部
品
（
一
次
回
路
系
）
2
9
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
子
部
品
・
故
障
1
3
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
電
池
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
過
負
荷
5
0
0
0
2
2
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
機
械
的
故
障
8
6
4
0
4
4
1
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
制
御
不
良
5
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
設
計
・
構
造
不
良
1
1
7
7
2
7
2
2
0
3
0
0
0
1
1
4
1
0
0
0
0
2
0
0
製
造
不
良
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
保
守
・設
置
不
良
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
誤
使
用
系
2
1
1
0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
長
期
劣
化
要
因
0
2
3
1
2
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
埃
・汚
染
・水
0
7
7
3
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
そ
の
他
0
0
0
0
1
1
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
不
明
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
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いとして，家電製品の安全規格(IEC 60335-1)では接触抵抗増大に関する項目が多いのに対し
て， AV機器に対する安全規格(IEC 60065)では，二次回路系の規定や絶縁破壊，及び製造不
良に関する項目が多いことが明確になった．また情報技術機器に対する安全規格(IEC 60950-
1)はこれらを網羅的に規定していることが明らかになった．各々の安全規格の保護作用を俯
瞰し，図5.2に表現する．これらは対象とする製品群の特長を反映しており，白物家電製品
で洗濯機・エアコン・冷蔵庫は一回路の割合が高く，テレビ，オーディオ機器では二次回路
の割合が高く，情報技術機器では一次回路と二次回路ともに搭載されていることと関連して
いる．  
 
図5.2 安全規格間の規定項目の関連 
5.3 安全事故と安全規格の情報比較 
  4.3項で安全事故から導出する行列と，5.2項で安全規格の技術基準の保護作用から導出す
る行列を，事故情報(結果)と基準(要因)として，因果関係の定量的比較・解析ができる ． 
5.3.1 安全事故と安全規格の比較における基本的な考え方  
安全規格は製品安全事故の再発防止のために制改訂されているため，過去に製品安全事故
につながった状態及び状態変化は，新版の安全規格ではそれらを保護するために基準項目が
追加される．したがって過去に発生した製品安全事故の情報から抽出した反応・状態及び状
態遷移件数と，現在の基準項目数の間には正の相関があると推定される．これらを表5.5に安
全規格の基準項目数と社告安全事故における単一状態件数を二元表で表した．本表において
過去に発生した事故の状態数が多いのにかかわらず，現在の安全規格の基準項目が少ない領
域(第四象限)に，潜在リスクが存在している．また過去に事故が少ない状態にかかわらず基準
項目数が多い領域(第二象限)や，過去に事故が多い状態において現在の基準項目数が多い領
域(第一象限)においては，基準が必要以上に多くないかレビューする必要がある．特に第一象
限は安全事故が発生するたびに，基準が追加されてきた可能性が高く，現在では製品安全保
護が過剰で，効果がほとんど無いのにかかわらず，副作用として製品コスト上昇の要因にな
っている可能性が高いため，基準そのもののアセスメントをする必要がある．   
表 5.5 社告安全事故における状態件数と安全規格における基準記載数の対比  
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安
全
規
格
に
お
け
る
基
準
項
目
数 
多
い 
＜第二象限＞ 
保護作用が過剰でないか検討する領域． 
⇒特に効果に対して，コスト面で過剰にな
っていないか検討が必要． 
＜第一象限＞ 
再発防止がされている．保護作用が
過剰でないか検討する領域． 
⇒特に効果に対して，コスト面で過剰
になっていないか検討が必要． 
少
な
い 
＜第三象限＞ 
問題は少ないが，潜在リスクとして検
討が必要な領域 
＜第四象限＞ 
基準そのものが十分でない可能性を
疑う領域(潜在リスク) 
⇒保護項目の不足を検討 
 
少ない 多い 
社告安全事故における単一状態件数 
5.3.2 事故における各反応・状態件数と安全規格における項目数比較  
図5.3に社告事故における単一状態件数と国際安全規格における記載項目数を散布図で表
し，図5.4に公開事故における単一状態件数と国際安規格における記載項目数を散布図で表す．
なお図中①の領域は製造不良，②は長期使用劣化，③は半田の故障に関する内容であり，過
去に市場事故における状態の数が多い事例でありながら，製品安全規格における記載項目数
が少なく，事故をもとに制改訂がされていないことを示している．これらの状態は安全規格
を遵守するだけでは十分に再発･未然防止することができず，たとえ現在事故が発生していな
くとも，潜在リスクが存在していると考察する．特に長期使用に伴う経時劣化起因の製品安
全事故は1.2.2-(3)項で紹介したように，政府も課題として認識している． 
 
0.1
1
10
100
1000
1 10 100
安
全
規
格
に
お
け
る
記
載
項
目
数
社告における単一状態件数
図5.3 社告事故における状態数と安全規格記載項目数
IEC60065
IEC60950-1
IEC60335-1
①
②
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5.3.3 長期使用劣化領域 
前項で潜在リスクとして抽出された長期使用に伴う経時劣化について，その事故内容を詳
細に解析する．まず図5.3中に表現した社告情報において，長期使用に伴う経時劣化が起因し
た事故情報のみを抽出して，隣接行列和で表現し，長期使用に伴う経時劣化で影響を受ける
技術要素や状態を明らかにする．図5.5にその結果を連関図で表現した． 
 
図5.5 社告情報において，長期使用に伴う経時劣化が 
起因した事故情報からの連関図 
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図5.4 公開事故における状態数と安全規格記載項目数
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これらの解析により，以下の事項を明確にすることができた．なおこれらの結果を踏まえ
て，次項以降安全規格以外の国際標準を調査する． 
①長期使用により経時劣化するのは，一次回路系部品並びに電子部品が多くを占める． 
②劣化したそれらの部品が発火に至るのは，絶縁破壊が多くを占めている． 
③一部環境による劣化(埃・異物・汚染等)要因も少なくない． 
 5.4 安全規格を補完するの各種国際標準 
前項の事例のように，製品安全規格を遵守するだけでは潜在リスクが存在することが明ら
かになった場合は， FMEA等リスクアセスメント技法を適用してリスク評価し，リスク対応
する．そこで本項では製造業者の過去のナレッジに加え，ナレッジとしての各種国際標準を
調査・研究・展開していくことの有効性を考察する．製品群別安全規格は図2.3に示すように
様々な標準を引用し策定されている．また引用元標準の中には引用されなかった項目も多数
存在しており，それらの調査・研究・展開することにより潜在リスクを撲滅でき，リスク対
応出来る可能性があると着想した．IEC国際標準は電子部品，信頼性及び故障メカニズム関連，
更には電子材料の特性等について広範囲に規定されており，世界中の知と経験により構築さ
れたナレッジ集であるが，それを十分活用している製造業者は多くはない．なぜならば国際
標準体系は，検索性が良くなく活用しづらいことが大きな理由になっている．  
5.4.1 国際標準の調査に基づいた潜在リスク対応例 1(絶縁破壊) 
なお事故情報の解析結果(4.4項)及び安全規格の解析結果(5.2項)から，絶縁破壊に関する事
故情報と安全規格の規定が共に多いため，絶縁破壊を例に潜在リスクを撲滅するための国際
標準を調査・研究・展開方法を探索する．表5.6に情報技術機器/AV機器/家電の安全規格と
電気的絶縁の標準についての比較調査結果を表す．情報技術機器の安全性においては設計上
の留意点や外部からの埃や水分の浸入に関する項目は多く引用されているものの，長期劣化
に関する項目の引用が無い．またAV機器及び家電の安全機器においても同様に長期劣化の
影響に対する記載は少ない． 
表5.6 絶縁破壊に対する規格項目数 
標準番号 名称 設計不良 長期劣化 埃の蓄積/吸湿 
IEC 60664-1  低電圧系統内機器の絶縁協調 [64] 196 25 26 
 
IEC 60950-1 情報技術機器-安全性- 97 0 19 
IEC 60065 AV及び類似の電子機器-安全性要求 32 0 5 
IEC 60335-1 家庭用及びこれに類する電気機器の安全性 26 6 17 
※)各々標準で標準の分類・構成が異なるため単純な数字比較はできない．  
電気的絶縁破壊の基本的な研究は既に100年前から始まり，材料に依存する絶縁破壊の挙動
が多数報告[65][66]されており，現在でも様々な研究 [67][68]がされている．絶縁破壊の長期劣化は
様々な製品で製品安全上の重要課題と捉えられており，潜在リスクと想定する場合は IEC 
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60664-1をはじめ関連標準を調査したうえで，リスク評価しリスク対応する必要があると判断
する場合には，その条項を社内の安全基準に反映することを検討する．具体例として以下①
～③に示すようにIEC60664-1においては，短時間の過電圧やサージ電圧による破壊とは別に，
長期劣化を意図する設計項目も多く規定されている．  
①4.3.2項 長時間のストレスによる電圧の決定 
②5.3.2.3項 長時間のストレス及びその影響 
③ 6.1.3.2項 コンディショニング 
またこのIEC 60664シリーズを基本標準として，材料特性としてIEC 60216シリーズ(固体絶
縁材料−熱的耐久性−)やIEC 60243シリーズ(固体電気絶縁材料−絶縁破壊の強さの試験方法)等
により詳細な内容に展開されている．更にそれらの標準はIEC 60068シリーズ(環境試験標準
群)とも密接に関連し電気的絶縁耐性に関する標準群を構成している．このように安全規格
で潜在リスクがあると判断された反応・状態及び状態遷移に関して，標準体系上技術基準の
深堀ができる．電気的絶縁関連の標準群間の関係を図5.6に示す．  
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5.4.2 国際標準の調査に基づいた潜在リスク対応例2(半田故障) 
 絶縁破壊と同様に，5.3.2項で潜在リスクと判明した半田付けに関する標準体系について深
堀する．半田故障は電子回路が実用化されて以降，現在に至るまで常に技術課題であり，特
に品質･信頼性に関して多くの研究[69][70][71]が続けられてきた分野である． 
調査の結果，IEC標準体系の中で半田に関する標準は，IEC61191シリーズ(第 1 部：通則−
表面実装及び関連する実装技術を用いた電気機器及び電子機器用はんだ付け実装要求事項/
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第 2 部：部門規格−表面実装はんだ付け要求事項/第 3 部：部門規格−挿入実装はんだ付け要
求事項/第 4 部：部門規格−端子実装はんだ付け要求事項)の要求事項に対して，材料の標準群
(IEC61189シリーズ;電気材料，プリント板及びその他の相互接続構体並びにアセンブリの試
験方法－)と試験方法の標準群(IEC 61189シリーズ；電気材料，プリント板及びその他の相互
接続構体並びにアセンブリの試験方法－)が規定されていることがわかった．その関連図を図
5.7に表現する． 
  
図5.7 電子実装に関する主な標準体系 
また半田の断線故障は材料や設計等様々な要因の影響を受けることから，IEC国際標準だけ
では技術基準として充分ではないため，詳細に技術基準としてIPC規格が制定されている．こ
の規格は多くの電気･電子機器製造者及び車両製造業者が受け入れ基準や製造基準として採
用しており，ディファクトスタンダードであることがわかった．IPCの標準体系は図5.7に表す
ように，半田の実装の規定(PC J-STD-001 : はんだ付された電気・電子組立品に関する要求事
項)を中心.に，プリント基板，実装工程用の材料，部品及びそれらの検査基準といった体系的
な標準構造になっている．本標準の中では半田付けの形状の要件や禁止要件等半田付け工程
での検査項目に直接反映できる内容も含まれており，製造不良を防止する効果もある．  
この例のように，技術情報はIEC標準から更に個別の業界のディファクトスタンダードに展
開されている場合も多い． 
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図5.8 IPC標準体系図 
5.4.3 国際標準の調査に基づいた潜在リスク対応例(共通項目としての環境試験方法) 
 絶縁破壊や半田故障のように安全性や信頼性に密接に関係する反応･状態及び状態遷移に
関連する標準は，図 5.6 及び図 5.7 に表現したように環境試験標準から引用・参照されている
標準が多い．表 5.7 に環境試験標準の一覧表(IEC 60068-2 シリーズ；環境試験－第 2 部：試験)
を示す．表中のゴシック字は IEC 60664 シリーズで直接引用されている標準であり，下線付
き太字は IEC61191 シリーズに引用されている標準である．また斜体太字は絶縁性劣化に関連
のあると考えられる試験標準である． 
表 5.7 環境試験標準一覧表 
番号 名称  
1 環境試験－第 1 部：総則及び指針  
2-1 試験 A：低温（耐寒性）試験方法  
2-2 試験 B：高温（耐熱性）試験方法  
2-5 試験 Sa：地上レベルでの擬似太陽光線放射及び太陽光線放射試験の指針  
2-6 試験 Fc：振動(正弦波) 
2-7 試験 Ga：加速度，定常  
2-10 試験 J 及びガイダンス：かびの生育  
2-11 試験 Ka：塩水噴霧  
2-13 試験 M：減圧  
2-14 試験 N：温度変化  
2-17 試験 Q：封止（気密性）試験方法  
2-18 試験 R 及びガイダンス：耐水性試験及び指針  
2-20 試験 T：リード付き素子のはんだ付性及びはんだ耐熱性試験方法  
2-21 試験 U：端子の強度及び一体型実装デバイス 
2-27 試験 Ea 及び指針：衝撃  
2-30 試験 Db：温湿度サイクル(12 + 12 時間サイクル) 
2-31 試験 Ec：乱暴な取扱いによる衝撃，主として機器形供試品  
2-38 試験 Z/AD：温湿度組合せサイクル試験  
2-39 試験 Z/AMD：低温，減圧及び温湿度複合順次試験  
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2-40 試験 Z/AM：低温減圧複合試験  
2-41 試験 Z/BM：高温減圧複合試験  
2-42 試験 Kc:接点及び接続部の二酸化硫黄試験  
2-43 試験 Kｄ :接点及び接続部の硫化水素試験  
2-44 試験 T に関するガイダンス：はんだ付  
2-45 試験 XA 及びガイダンス：洗浄溶剤浸せき（耐溶剤性）試験  
2-46 試験 Kd の指針：接点及び接続部の硫化水素試験  
2-47 振動，衝撃及び類似の動的試験のための供試品の取付け  
2-49 試験 Kc の指針：接点及び接続部二酸化硫黄試験  
2-52 試験 Kb：塩水ミスト・サイクリック(塩化ナトリウム) 
2-53 試験及び指針－気候 (温度 /湿度)及び動的(振動 /衝撃)組合せ試験  
2-54 試験 Ta：電子部品のウエッティングバランス法によるはんだ付性試験  
2-55 試験 Ee 及び指針－バウンスを含むルースカーゴの試験  
2-57 試験 Ff：振動－時刻歴法  
2-58 試験 Td－表面実装デバイス（SMD）のはんだ付性，電極の耐はんだ食われ性及びはんだ耐熱性試験方法  
2-60 試験 Ke：混合ガス流腐食試験  
2-61 試験 Z/ABDM：耐候試験  
2-64 試験 Fh：振動,広帯域不規則及び指針  
2-65 試験 Fg：振動－音響的誘導試験方法  
2-66 試験 Cx：耐湿，定常状態(不飽和加圧蒸気) 
2-67 試験 Cy：耐湿，定常状態で主として構成部品を対象とする加速試験 
2-68 試験 L：粉じん及び砂じん  
2-69 試験 Te：ウエッティングバランス法による表面実装用電子部品 (SVS)のはんだ付性試験方法  
2-70 試験 Xb：手指の摩擦によって生ずるマーク及び文字の摩耗  
2-74 試験 Xc：流体汚染  
2-75 試験 Eh：ハンマ試験  
2-77 試験 77：本体強度及び衝撃  
2-78 試験キャブ：高温高湿，定常  
2-80 試験 Fi：振動－混合モード  
2-81 試験 Ei：衝撃－衝撃スペクトルの合成  
2-82 試験 Tx：電気・電子部品のためのウィスカ試験方法  
2-83 試験 Tf：はんだペーストを用いるウェッティングバランス法による表面実装素子（SMD）の電子部品のはんだ性試験  
5.5 国際標準の調査方法 
 本項では国際標準体系を調査する方法を着想する．個々の国際標準には必ず国内標準化検
討委員会(一般に TC( Technical Committee ) / SC( Sub-Committee )と呼ばれる．) が設置されて
おり，産･学･官の専門家諸氏が各種専門情報 (学会報告，事故情報等) に基づき，制改訂審
議が行われている．その関係を図 5.9 国際標準の制定プロセスに表す.一般に国内標準化検討
委員会は工業会や学会の中に事務局が設置されており，その工業会や学会では国際標準を調
査できると共に，各種公開技術情報を発行しており，それらはリスク対応に有効であること
が多い．例えば一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会からは，シュレッダ可動
部の安全に関するガイドライン[72]が発行されている． 
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図 5.9 国際標準の制定プロセス 
 電気・電子機器の安全性並びに絶縁破壊に関する TC/標準名/事務局(審議団体)を調査し，
表 5.8 に表す．絶縁に関連する項目と，電磁両立性(EMC;Electro-Magnetic-Compatibility)に関
連する項目は，一般社団法人電気学会が担当し，光に関する項目は一般財団法人光産業技術
振興協会が担当している．またそれぞれの製品群の安全規格はそれぞれの工業会が審議団体
を担当していることが判る．  
表 5.8 電気電子機器の安全性並びに絶縁破壊に関する TC/標準名/事務局(審議団体) 
Technical Comitee 標準名 標準番号 標準化事務局 
TC 15: 絶縁材料  
マイカベース絶縁材料の仕様－第 3 部：個別材料の仕様
－ 
IEC60371-3 
一般社団法人  
電気学会 
電気用感圧粘着テープの仕様－第 2 部：試験方法/第 3
部：個別材料の仕様－ 
IEC60454-2/3 
電気絶縁に使用するための樹脂ベース反応性配合物－第
3 部：個別材料の仕様－ 
IEC60455-3 
電気絶縁に使用するワニス- 
IEC60464 シリー
ズ 
電気絶縁のための複合可とう材－ 
IEC60626 シリー
ズ 
電気用途の板紙及びプレスペーパの仕様－ 
IEC60641 シリー
ズ 
電気用プラスチックフィルム－第 3 部：個別材料仕様－ 
IEC60674-3 シリ
ーズ 
可とう絶縁スリーブ－第 2 部：試験方法/第 3 部：個々
のスリーブタイプの仕様－ 
IEC60684-2/3 シリ
ーズ 
電気用途の積層板紙 
IEC60763 シリー
ズ 
電気用途非セルロース紙 
IEC60819 シリー
ズ 
絶縁材料－熱硬化性樹脂を基材とする電気用途の工業用
剛性積層シート－第 3 部：個別材料の仕様書/第 4 部：
代表値－ 
IEC 60893-3/4 シ
リーズ 
含浸剤のエナメル線への接合強度を測定する試験方法 
IEC 61033 シリー
ズ 
電気用非含浸圧縮積層木材 
IEC 61061 シリー
ズ 
絶縁材料－電気用の熱硬化性樹脂に基づく工業用剛性円
形積層チューブ及びロッド－ 
IEC 61212 ｼﾘｰｽﾞ 
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電気用波板紙及びプレスペーパー IEC 61628 ｼﾘｰｽﾞ 
熱収縮成形形状 IEC 62329 ｼﾘｰｽﾞ 
TC 28：絶縁協調/低
圧機器の絶縁協調 
絶縁協調 IEC 60071 ｼﾘｰｽﾞ 
TC 61:家庭用電気機
器の安全性  
家庭用及び類似用途の電気機器－安全性－ 
IEC 60335 ｼﾘｰｽﾞ 
一般社団法人 
日本電機工業
会 
電子レンジ及び類似機器の安全性 
冷蔵機器の安全性 
家庭用空調機器の安全性 
業務用調理器具の安全性 
手持ち電動工具の安全性 
農場機具の安全性 
業務用掃除機 
TC62:医用電気機器
の共通事項 
医用電気機器及び医用電気システムの安全使用の管理，
医用及び看護スタッフに対する指針 
IEC/TR 60930 
一般社団法人 
電子情報技術
産業協会 
医用電気機器－第 1 部：基礎安全及び基本性能に関する
一般要求事項 
IEC 60601-1 ｼﾘｰｽﾞ 
医療機器－医療機器へのユーザビリティエンジニアリン
グの適用 
IEC 62366 
T76:レーザ機器の安
全性 
医用電気機器(光使用機器) IEC 60601-2 ｼﾘｰｽﾞ 一般財団法人 
光産業技術振
興協会 
レーザ製品の安全性 IEC 60825 ｼﾘｰｽﾞ  
ランプ及びランプシステムの光生物学的安全性 IEC 62471 ｼﾘｰｽﾞ 
TC 77:電磁両立性 
 ･低周波現象 
 ･高周波現象 
 ･高電磁界過渡現
象 
低電圧電力線及び制御線の短時間過渡電流の計測方法の
手引き 
IEC/TS 60816  
一般社団法人 
電気学会 
電磁両立性(EMC) 
IEC/TR 61000 ｼﾘｰ
ｽﾞ 
相あたり 75 A 以上の定格電流をもつ電気機器の外乱特
性を測定するために用いる基準インピーダンス及び公共
電源網インピーダンスに関する考察 
IEC/TR 60725  
TC 108:オーディ
オ・ビデオ，情報
技術，通信技術分
野における電子機
器の安全性 
オーディオ，ビデオ及び類似の電子装置－安全要求事項 IEC 60065 一般社団法人 
ビジネス機
械・情報シス
テム産業協会  
情報技術機器－安全性－第 1 部：一般要求事項 IEC 60950-1  
オーディオ・ビデオ，情報及び通信技術機器－第 1 部：
安全要求事項 
IEC 62368-1  
TC 109:低圧系統内
機器の絶縁協調 
低電圧システム内の機器の絶縁協調 IEC 60664 ｼﾘｰｽﾞ 
一般社団法人  
電気学会 
表 5.4 の国内標準化委員会の標準化事務局はあくまで代表団体であり，さまざまな学会・
団体・工業会から委員が選出され検討および審議している．例えば TC108 は一般社団法人
ビジネス機械・情報システム産業協会が標準化事務局になっているが，20 の団体から代表
委員が参加して審議している．例えば TC 61 の標準化事務局である一般社団法人日本電機工
業会や，電子部品関係の TC 及び TC62:医療機器の安全の標準化事務局である一般社団法人
電子情報技術産業協会も TC108 の構成団体である．このように，別の TC を担当している団
体からの参加者を審議に加えることにより，他の製品群の安全規格，試験標準，技術標準と
の整合性が確保できるメリットがある．近年多くの学会･団体・工業会では国際標準化活動
[62]を活性化させている．これは製造業者は関連する学会・団体・工業会に参画することによ
り，いち早く国際標準化の動向を見極め，リスクを低減するだけでなく積極的に製品開発に
活用できるメリットがあるためである． 
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5.6 第五章のまとめ 
 本章ではリスクアセスメント及びリスク対応を実施する際に，第四章で抽出した潜在リス
クに加えて，安全規格そのもののに存在する潜在リスクを抽出した．当該製品群毎の安全規
格で規定されている技術基準は，製品安全事故発生を未然に防止するためのセーフガードで
あるため，四章同様の手法を使って主な規格をネットワーク行列に表現し，第四章で事故情
報から求めたネットワーク行列と比較検証出来ることを明確にした．これらにより安全規格
群では充分に技術基準が制定されていない領域が存在することが明確になり，これらのリス
ク対応として国際標準体系を調査し，安全規格以外の国際標準でカバーすることが可能であ
ることを見い出せた．すなわち多くの潜在リスクは，製造業者としてナレッジが不足してい
る技術領域やマーケットでも，国際標準において記述されている内容を元に，リスクアセス
メント・リスク対応することができることを導き出すことができた． 
 
図 5.10 本章のフローと第四章との関連フロー図 
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第六章 
潜在リスク抽出力とリスク対応力を強化した再発･未然防止体系化提案 
本章では，6.1 項で本研究をサーベイして有効性をまとめるとともに，6.2 項で今後この研
究内容を製品安全事故の再発･未然防止に有効に活用するために，第五章までで見出すことの
できた個別技法を製品開発プロセス中に位置づけることを提案し，6.3 項に今後の課題を述べ
る．  
6.1 個別技法のまとめ 
製造業者はリスクマネジメントの導入に対して積極的であり，特に R-Map や FMEA といっ
たリスクアセスメント技法の導入には非常に積極的である．しかし筆者はそれら技法に加え
て，潜在リスク抽出や世の中の情報やナレッジの収集が重要であると考え，それらの方法を
本研究の課題と設定した．リスク評価の判断根拠として製品安全事故情報の有無，特に自社
製品で発生した製品安全事故経験は，製造業者が保有しているナレッジそのものであり，リ
スクアセスメントやリスク対応に大きな影響を与えている．本研究では自社製品で製品事故
が発生していない技術領域やマーケットの，潜在リスクを抽出する技法とリスク対応する際
に，事前に情報を収集し活用する方法について考察した． 
(1)上市されている各種製品情報から，新製品の潜在リスクを抽出する方法(第三章) 
 新規技術や新規事業製品を開発する場合においても，製品安全の潜在リスクを抽出する時
に参考となる商品は必ず市場に存在する．その中でも機能上の競合製品と同一使用環境使用
製品及び類似構造製品を抽出することにより，それらの公開情報(サービスマニュアル,取扱
説明書,当該製品群の安全規格,特許情報)から, 
・ユーザーの使用環境/操作方法 
・要求レベル(品質/信頼性/操作性/製品安全等) 
・製品安全事故のメカニズム 
が抽出でき，それを元に具体的な信頼性・安全性性能に展開できることを実際の開発事例に
基づいて表した．また同時に，使用者や使用場所を特定することにより,危害シナリオを抽出
することでリスク対応に繋げることができることを明確にした． 
これらは，製造業者が経験や情報のない新規事業に参入する製品を開発する際においても,
開発する製品に関係する市場の情報を抽出することにより,リスクアセスメント可能である
ことを見出すことができることを示す．  
(2)公開安全事故情報からの潜在リスク抽出方法(第四章) 
 消費生活用製品安全法の改正により,従来から存在する製品安全社告情報に加えて重大事
故の報告・公開制度導入されたことにより，他社・異業種の製品安全事故情報を入手するこ
とが容易となった．これらの製品安全事故は文章情報ではあるが，図 1.12 のパワーデバイス
の故障による安全事故への状態遷移に表すように，いくつか反応・状態及び状態遷移に着目
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し，それらを状態遷移図で表すことができる．本研究ではこの状態遷移図を隣接行列に変換
してモデル化できることを利用し，製品間の事故メカニズム比較や更には個々の製造業者に
とって潜在リスクを抽出できることを提案した．  
具体的な事例として，筆者の所属する情報技術機器分野における潜在リスクは，長期劣化・
半田断線・コンデンサ故障・トラッキングに関連するハザードであることが抽出できた．ま
た家電製品やAV機器分野においては，これまであまり顕在的問題とならなかった，外来ノイ
ズや制御不良等を潜在リスクとして捉える必要があることが抽出できた．  
(3)安全規格のリスクアセスメントと標準ナレッジの活用(第五章)  
 第三章及び第四章で潜在リスクが抽出された後,リスク評価を実施してその結果に基づき
リスク対応する．製造業者は顧客・市場の変化や技術革新に対応して,常に新たな潜在リスク
を抽出し,リスクアセスメントとリスク対応を実施している．情報技術機器や AV 機器といっ
た電気・電子機器群毎に安全規格が一つの標準となっており,多くの製品では当該安全規格を
遵守するだけで概ね安全が保証できる．しかし本研究で潜在リスクとして抽出された項目の
中に,当該安全規格では技術基準が規定されてない項目があることが判明した．この場合他の
標準を系統的に調査し,リスクアセスメント及びリスク対応に活用する必要性を明確にした．
実例として第四章では潜在リスクとして抽出され,当該安全規格では基準が十分ではないと
判断した絶縁破壊と半田実装の標準体系について調査した．標準には基本標準群,試験･計測･
評価方法に関する標準群，環境試験標準群，保護機能に関する標準群,部品・材料に関する標
準群があり，それらが有機的に繋がり構成されている．また Technical Comittee と呼ばれる標
準審議委員会とその主管団体の活動情報より,標準化の動きを理解することができる．これら
のように世の中にある標準類を活用することにより,多くの潜在リスクに対する技術基準や
評価方法を明らかにし,またリスク対応することを提案した． 
 6.2 製品開発の中での安全リスクマネジメントプロセスの位置付け 
製品安全のためのリスク評価は，図 6.1[73][74]に表現するように事故から顕在化するリスク
に対する事後分析・再発防止系と，潜在リスクの抽出からの未然防止系がある．両者の違い
はリスクの抽出までは異なるものの，問題の把握以降は同じである． 
 
図 6.1 リスク評価の 2 つのアプローチ[73][74] 
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6.2.1 新規製品開発プロセス(品質保証体系) 
 電気・電子機器における新製品開発は，戦略ステージ，商品の構想ステージ，商品の具体
化ステージを経て，量産され市場で販売される．これらの製品開発プロセスが表現されたも
のを品質保証体系図[75]と呼び，各プロセスにおける各部門及び会議等の役割・相互関係を一
つのシステムとして捉え，各製造業者はホームページで顧客に向けて公開している． 
戦略ステージでは事業戦略[76]，商品戦略，技術戦略[77]があり，互いに連携して検討されて
いる．商品戦略は市場の顧客ニーズを基本に策定され，技術戦略はその実現手段・シーズの
調査が基本に策定されるが，ニーズとシーズの適合性確保が最も重要である．この領域は現
在技術経営(MOT; Management of Technology )の分野で研究が進んでいる． 
構想ステージでは，探索的マーケティング，商品構想，技術開発が位置付けられる．この
ステージでは個別の機器に対する構想策定ではなく，商品群に対して中期的な商品構想を立
案する．特に新規技術搭載製品の実現に対しては信頼性・安全性を含む技術開発が必要であ
り，新規事業製品については顧客のニーズや新開拓市場そのもののマーケティングに基づく
商品戦略が必要である．近年ではこのステージの成果を次の製品開発につなげるマネジメン
ト手法及び技法について研究[78]がなされている． 
具体化のステージでは製品企画で製品の仕様を決め，それに基づき製品設計・工程設計を
実施し，最終的に各種評価・試験によりバリデーション [79](妥当性の確認)を実施し,合格する
場合は量産・販売ステージに移行する．  
6.2.2 再発防止プロセス(フィードバックプロセス) 
 再発防止体系(図 2.4参照)では，市場で発生した事故の解析結果から再発防止策を策定して，
リスク評価してリスク対応が必要な場合は，設計基準の改訂(方式・設計ルールの変更等を含
む)，方式の変更及び工法の改善を実施する．その中核となるのは市場マネジメントと事故品
解析･対策の立案である．特に市場マネジメントの機能は，市場の事故情報の収集と事故品の
回収．及び必要と判断された場合に社告等市場対応の実施であり，近年の製品安全事故では
事故発生時対応が問題とされることも多く，その重要性が非常に高まってきている．もちろ
ん迅速な市場対応のためには事故品解析･対策の立案機能のさらなる充実は必須である．   
事故品解析[80]は信頼性における故障解析とほぼ同等な考え方・技術・プロセスであるが，
若干の違いも存在する．信頼性故障 解析においては，根本的故障メカニズムの究明が重要で
あるのに対して，安全性問題の事故解析においては，同種の安全性問題が起きた時に，顧客
の環境によっては重大事故につながる可能性があるか否かが最大の争点になる．すなわち真
の原因の追究に加えて，事故の拡大性検証に関心が集まる．したがって安全性事故解析にお
いては，市場で発生した事故を模擬的に再現させ，その拡大性を検証する技術が必要となり，
燃焼試験技術はその最も典型的なものである．そのためには新しい故障メカニズムでは技術
開発が必要となる場合がある．また安全性事故は技術的な問題に加えて，トータルコストや
顧客満足といった経営的な判断も必要となる．一般にまだ構想段階や具体化ステージ中でも
概要製品設計中の新製品に関しては，早急にリスク対応させることが可能であるが，既に量
産中若しくは市場では稼働しているが既に量産していない製品に対して，リスク対応を実施
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するか否かは，多額の経費も掛かることから特に経営判断が必要となる．  
6.2.3 未然防止プロセス(フィードフォワードプロセス) 
 未然防止系プロセスは，初期の製品企画時から詳細設計に至る製品開発ステップとシンク
ロして，マーケティング情報･商品戦略・技術開発結果情報から，潜在リスクを抽出してリス
クアセスメントを実施し，必要と判断されたリスクには設計基準の追加や評価方法の決定等
リスク対応する活動であり，その結果を製品開発に反映する機能を持っている [81]．このプロ
セスの中で重要な技法と位置付けられているのが FMEA と R-MAP である． 特に FMEA 及
びそれを適用した技法は，産業界や学界からリスク抽出，リスクアセスメント及びリスク対
応に大きな威力を発揮すると報告されており [82]，また FTA を活用している報告も多い[83]． 
しかし本プロセスにおいて活用できる技法類は概ね整備・公開されているものの，実際の
製品開発プロセスにおいて展開するためには，潜在リスク抽出の基本的な考え方や方法，関
連情報の収集展開方法等，具体的なワークフローを整備する必要がある．本研究で第三章～
第五章で述べた内容は全てこの未然防止プロセスの強化のためのものである． 
6.2.4 全体プロセス 
現在製造業者における代表的な開発プロセスに合わせて全体体系を図 6.2 に示す. また本
研究でフォーカスした内容を中心に，その結果から国際標準をベースにリスク対応する再
発・未然防止体系を図 6.3 に表現する．ここでは製品安全事故経験の有無を５つに分類し，
1)～3)を再発防止プロセスに位置づけ，4)と 5)は標準等公開ナレッジを活用して未然防止を
図るプロセスに位置付けた．後者の 4)と 5)が本論文の主旨である． 
 製造業者は品質保証プロセスの中で，確実に製品安全事故の未然防止を実施する必要があ
るため，単に有益な技法の導入に留まらず，仕組みとして構築する必要がある．その新規技
法を考案する時は，常に従来方法と融合させた全体像を考慮し，描き直すことが必須であ
る． 
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図 6.2 品質保証体系図の中の再発・未然防止プロセス 
 
図 6.3 社内製品事故の有無の違いによる再発・未然防止体系 
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6.3.1 本研究を通じての課題認識 
本研究においてリスクマネジメントプロセスを進化させるための様々な研究を実施した．
現在多くの製造業者は，リスクマネジメントプロセス技法を導入している段階であるが，今
後 QMS(品質マネジメントシステム)に匹敵するほど進化・成熟していくと考えている．その
ためには課題はまだまだ多く存在すると考えている． 
研究対象内での残課題は，各々の技法に対して列記すると潜在リスクの抽出方法として
は，以下の①～③が存在すると考えている． 
① 機能上の競合製品，同一環境での使用製品，類似構造製品の抽出方法． 
特に重要な機能上の競合製品抽出を支援する技法が必要と考えている．具体的には品質機
能展開(QFD)の考え方に近い技法が有効と考えている． 
② 安全事故情報から，隣接行列化する統一的なルール  
第四章で，文書で記述された安全事故情報を，隣接行列を使って数量化する方法を検討す
る.しかし一般に事故発生に至るメカニズムは単純に直鎖で表現されるとは限らず，OR 条
件や AND 条件更には条件付きで成立する反応も存在する .したがって様々な反応形態に対
応する隣接行列への表現法について検討する必要があると考えている. 
③ 膨大な国際標準を効率的にリスク対応に展開するための，知の体系化と系統的構造解析 
第五章でリスク対応に国際標準を活用することによる有効性を明確にした.なお今回の研
究では IEC(International Electrotechnical Commission)の安全関連の標準を中心に検討した. 
IEC 標準に代表される国際標準には膨大な知が凝集されているが，体系的に整理されてい
るわけではなく，検索性及び有効活用性に劣っていることが改めて認識できた．したがっ
て現在の国際標準化システムの可視化方法を考案し，標準の活用度を向上させることが課
題である. 
以上の課題認識の中から，世の中に対する実用性が高く，またニーズも高いと考えられる
③の国際標準の系統的構造解析に取り組むことを考えた． 
6.3.2 システムとして捉えた標準・基準 
特に品質・信頼性及び安全性に関する標準体系を想定する場合，対応する標準群は図 6.4
に表すように開発する製品の機能･性能要求が INPUT であり，品質・信頼性及び安全性が保
証された設計仕様(部品リストや設計図等)が OUTPUT である一つのシステムと捉えることが
できる．しかし現在の標準システムは大変難解であり，これを解読することが最も有効であ
ると考えた． 
 
図 6.4 標準システム 
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 そこで今後この複雑化する標準システムを解析する考え方・ツールについて研究を進めて
行きたいと考えている．現在はこのためにソフトウエア工学における構造化分析手法[84]が足
がかりになると考えている．ちなみに構造化分析は，トム・デマルコによって提唱され，ユ
ーザー要求を階層的に設計していく分析手法であり，データフロー図（DFD），データディ
クショナリ，ミニ仕様書といったツールを利用する．この中でデータフロー図を中心に，複
雑な標準システムを可視化・単純化する研究を進めたいと考えている．  
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付録 A 製品安全事故に関連する標準 
 表 4.8 の平均経路長をベースに図 6.4 に示すように安全事故メカニズムを整理する．これ
らのメカニズムに対して安全基準をはじめとする国際標準に記載された各項目は，反応を抑
制するり発生頻度を減少させたりする効果がある． 
 
図 A.1 安全事故メカニズム 
A.1 燃焼放出物による健康被害/二次損害防止 
 安全事故情報からは本項は抽出できなかったが，各種標準を調査している段階で存在に気
付いたため，今回安全事故としてフォーカスする火災に関する人損及び被害の拡大という意
味で注目する．本項目に関連する標準は図 A.2 に示すように，三篇あり火災時の健康被害，
避難の妨げ，他の物質への腐食効果のことについて規定されている． 
 
図 A.2 燃焼放出物による被害に関する IEC 規格 
なおこの中で毒性に関する標準(IEC60695-7)は表 A.1 に記載されている通り，電子機器は
同時に大量に燃焼しない限り，考慮する必要性は低いと規定されている．  
表 A.1 IEC60695-7 の概要 
標準名 適用 参考標準 
環境試験方法
－電気・電子
－耐火性試験 
電気・電子製
品の火災によ
る毒物危険性
を最小にする
ための指針 
通則 
電気・電子製品を含む火災による毒物危険性を最小にするた
めに，ISO/TC 92 SC3 によって推薦された方法を適用するた
めの指針について規定する． 
1)電気・電子製品が火災時，特殊なケース（例えば，発電
所，大量輸送トンネル，コンピュータ室）を除き，毒物危険
性の主な発生源になることはない． 
2)小規模の毒性強度試験は，規制の目的には適当でない 
3)燃焼放出物の毒性作用は，材料の化学構造よりも燃焼速度
及び燃焼状態に大きく依存する．実火災及び火災死傷者か
らの資料と，実験的火災及び燃焼毒性調査からのデータから
毒性をもつ化学物質が重要ではない 
・ISO/TR 9122-1 : 1989  （燃焼放
出物の毒性試験−第 1 部：通則）廃
止 
･IEC 60695-4 : 1993 （環境試験方法
−電気・電子−耐火性試験用語） 
・IEC60695-11-5 (耐火性試験－電
気・電子－第１１－５部：試験炎－
ニードルフレーム（注射針バーナ）
試験方法－装置，試験炎確認試験装
置の配置及び指針) 
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A.2 機器内部の発火・発煙から機器全体及び周辺機器･建物への延焼防止 
 機器の内部で発火するときに機器全体へ延焼する反応を抑制する項目は，以下の①～③が
規定されている.  
①防火用エンクロージャ；機器内の部品・構造で発火する場合でも，個々の安全規格におい
て延焼を防止するために，難燃性の高い材質が規定されていると共に，開口部等物理的な
構造が規定されている．   
②発火源からの距離；安全規格内で発火源となりうる部品･構造から，可燃材で作られた部
品への着火・延焼のリスクを低減する． 
③難燃性；構成部品・材料の着火及び延焼のしやすさを規定している．  
 ①及び②は個々の製品群の特徴を踏まえて安全規格で規定されており，③及び試験方法に
ついては，共通の標準が規定されている．これらの関係を図 6.5 にマインドマップ[85]で表現
する. 
 
図 A.3 発火・発煙から延焼へ発展することを防御するための標準規定 
 これらの三項目に機器の大きさ(機器の大きさは燃料となる高分子料の多さである)を加え
て 4 項目は互いに深く関連しており，情報技術機器の安全規格では，表 6.2 のように規定さ
れている．  
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表 A.2 材料の可燃性要求事項の要約 
部分 要求事項 
防火用エンク
ロージャ 
4.7.3.2  
18 kg を超える可動
形機器，及び据置形
機器 
− 5VB 
−  A.1 の試験  
−  JIS C 60695-2-20 のホットワイヤ試験（着火を引き起こす
可能性がある高温部分から空間距離 13 mm 未満の場合） 
18kg 以下の可動形
機器 
− V-1  
−  A.2 の試験  
−  JIS C 60695-2-20 のホットワイヤ試験 （着火を引き起こ
す可能性がある高温部分から空間距離 13 mm 未満の場合） 
開口部を塞ぐ部分 
− V-1 
−  A.2 の試験  
−  コンポーネントに関する規格 
防火用エンクロージャの外側の電気
的エンクロージャ及び機械的エンク
ロージャを含むコンポーネント及び部
分 
4.7.3.1 及び 4.7.3.3 参照 
−  厚さが 3 mm 以上は HB40  
−  厚さが 3 mm 未満は HB75  
− HBF 
−  JIS C 60695-2-11 のグローワイヤ試験 550 ℃ コネクタ
及び例外は 4.7.3.3 参照 
防火用エンクロージャの内側の電気
的エンクロージャ及び機械的エンク
ロージャを含むコンポーネント及び部
分 
4.7.3.4 参照 
− V-2  
− HF-2  
−  A.2 の試験 
−  コンポーネントに関する規格  
例外は 4.7.3.4 参照 
空気フィルタ組立品 
4.7.3.5 参照 
− V-2 
− HF-2  
−  A.2 の試験  
例外は 4.7.3.5 参照 
高電圧（4 kV 超）のコンポーネント 
4.7.3.6 参照 
− V-2 
− HF-2  
−  JIS C 6065 の 14.4 による試験  
−  JIS C 60695-11-5 のニードルフレーム試験 
A.3 絶縁破壊(個体絶縁破壊・空間/沿面絶縁破壊) 
 絶縁破壊は図 1.13 ように，安全事故発生要因に占める割合が多く，5.3.3 項で表したよう
に長期劣化にも関連性が高いため，その防御は製品安全上重要な項目と考えられる．また絶
縁破壊に関連する基準・標準類も多いため，全体を俯瞰するために図 6.6 にまとめたマイン
ドマップを表す．絶縁強調には基本標準と呼ばれる“①IEC 60071：絶縁協調”と“②
IEC60664：低圧系統内機器の絶縁協調” が存在し，それに関連して電気絶縁材料に関する規
定・標準，高電圧試験技術に関する規定・標準，さらに環境試験や部品に関する規定・標準
が規定・参照されている． 
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